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１．はじめに 

 

特定非営利活動法人（以下「NPO 法人」という。）北海道環境カウンセラー協会は、平成 25 年度環

境カウンセラー研修企画検討等業務仕様書（以下「業務仕様書」という。）に基づき、本研修の企画・

運営を行った。この報告書は、実施した業務内容を報告するものである。 

 

２．業務の目的 

 

本業務は、環境保全に関する豊富な知識や経験を持ち、環境保全活動に取り組もうとする市民や事

業者の相談に乗るとともに、自ら環境保全活動を実践し、環境パートナーシップづくりをすることを

期待される人材（環境カウンセラー）を対象として、環境カウンセラーとしての資質・能力の向上や

情報交流による環境カウンセラー間のパートナーシップ形成を図ることを趣旨として開催する「環境

カウンセラー研修」（以下「研修」という。）について、より効果的に行うための企画、調整、検討等

の業務及びその事前準備を行うとともに、開催・運営することを目的とする。 

 

３．業務の内容 

 

(１) 検討会の設置・運営及び事前準備 

業務仕様書に基づき、北海道地区における具体的な研修内容を検討する検討会の設置・運営や、検

討会開催に係る事前準備等を行った。 

  検討委員を３名選定し、検討会を２回開催した。 

検討会開催に係る検討委員との日程調整、検討会会場の手配、配付資料等検討に必要と思われる文

書の作成、検討会の進行、記録等を行った。 

 

(２) 研修実施に向けた企画・検討及び事前準備 

検討会の意見等を勘案し、本研修がより効果的となるよう検討・修正を行い、プログラムの作成や

講師等の選定を行った。 

  検討結果を実施計画（案）として取りまとめ、環境省北海道地方環境事務所へ提出した。 

研修に使用する配布資料やアンケートを講師や環境省北海道地方環境事務所と内容を調整し、作成

した。 

研修実施会場の確保や講師との連絡等、研修実施に当たっての事前準備や各種調整等を行った。 

 

(３) 研修の運営 

前項により決定した実施計画に基づき、研修の運営を行った。 

研修の運営に当たっては、会場設営、受付及び講師接遇等を行うとともに、受講者に対してアンケ

ートを実施した。 

 

(４) 委嘱・支払業務 

本業務を実施するに当たり、検討委員及び講師への委嘱手続、謝金や旅費の支払業務、研修会場の
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経費の支払業務を行った。 

 

４．業務の詳細 

 

(１) 検討委員の選出及び検討会の設置 

①検討委員の選出・委嘱  

業務仕様書によると、検討委員を３名程度選定し、検討会を２回程度開催することとされている。 

そのため、当協会では、①広く北海道の環境情報を取り扱い、幅広い人材を認知している公益財団

法人北海道環境財団、②環境関係における事業活動のネットワークに詳しい、一般社団法人北海道

商工会議所連合会、③消費生活に関する全道的な支援活動を行っている一般社団法人北海道消費者

協会から各１名を選定することとした。人選に当たっては、環境省北海道環境パートナーシップオ

フィス（EPO 北海道）からのアドバイスを基に、環境省北海道地方環境事務所と協議した結果、以

下の３名に対し検討委員を委嘱することとした。 

【検討委員 所属・氏名】      

松本 真司様 公益財団法人北海道環境財団 企画事業課長      

星野 武治様 一般社団法人北海道消費者協会 組織活性化グループ 主査 

高橋 勇一様 一般社団法人北海道商工会議所連合会 政策・企画部 

 

当協会は以上の３名に対し必要な委嘱手続を行い、了承を得た。 

 

②検討会の構成・開催時期 

検討会は、上記①の検討委員３名のほか、主催者として環境省北海道地方環境事務所から２名、事

務局として当協会から３名により構成することとした。 

開催時期については、研修内容の検討及び講師選定等のため事前に１回と、研修実施のふりかえり

として事後に１回の計２回開催することとした。 

 

（２）第一回検討会の開催 

１ 日 時  平成 25年 9月 5日(木) １0：00～１2：00 

２ 場 所  札幌エルプラザ 大研修室Ｂ 

３ 出席者 

   （検討委員） 

松本 真司様 公益財団法人北海道環境財団 企画事業課 課長 

  星野 武治様 一般社団法人北海道消費者協会 組織活性化グループ 主査 

  高橋 勇一様 一般社団法人北海道商工会議所連合会 政策・企画部 
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   (主催者) 

向田 健太郎様 北海道地方環境事務所 環境対策課 課長補佐 

  寺井 仁史様  北海道地方環境事務所 環境対策課 企画係長 

 （事務局） 

  尾嵜 耕筰 NPO 法人北海道環境カウンセラー協会 会長                  

吉迫 勝意 NPO 法人北海道環境カウンセラー協会 副会長  

岡崎 朱実 NPO 法人北海道環境カウンセラー協会 理事  

４ 内容 

   吉迫副会長の司会により、検討委員会を行った。 

（１） 開会の挨拶 

向田課長補佐より、今年度環境カウンセラー研修のテーマとして、昨年度の討論型世論調査を

より深めた内容で考えてほしい。また参加者を増やすようプログラムを考えてほしい旨挨拶があ

った。 

（２）環境省からのお願い 

寺井係長から７月１日付環境省総合環境政策局環境教育推進室からの｢平成２５年度環境カウ

ンセラー研修の実施に当たってのお願い｣について紹介があった。本省で実施した検討会で委員か

ら環境カウンセラーは基礎的な知識・スキルを保つべきである、との意見を踏まえ、持続的な開

発のための教育（ＥＳＤ）について配慮してほしいとのことであった。今回の検討会ではこれに

捉われることなく検討してほしい、との発言があった。また環境カウンセラーのホームページが

リニューアルされたことの紹介があった。 

（３）Ｈ２４年度の環境カウンー研修の結果について(尾嵜) 

Ｈ２４年度第２回検討会議事録により、本年度テーマについて討論型世論調査の手法を取り入

れたものという考え方を示した。 

（４）検討内容 

   ① 討論型世論調査を手法として、具体的なテーマについてディスカッションしたいと検討した

結果、適当なテーマが見つからなかった。 

   ② 講演の講師を含め、昨年基調講演いただいた北大三上先生に講演、グループディスカッショ

ンの進め方等について相談することとした。 

   ③ 場合によっては他のミニ・パブリックスについての講演、事例発表、ワールドカフェ方式の

グループディスカッションという従来型のプログラムになることも考えられる。 

   ④ 討論型世論調査、他のミニ・パブリックス等三上先生にお願いすることが先生の都合等で無

理な場合は、全く違うテーマについて、他の講師に基調講演を依頼することを検討する。 

   ⑤ その場合のテーマとしては「持続的な開発のための教育（ＥＳＤ）」が考えられる。 

５ 閉会 

 
（３）研修の企画・調整及び事前準備 

  ①講師依頼 

   北海道大学高等教育推進機構准教授三上直之先生は、日程上１２月７日で承諾いただいた。 

  ②研修プログラムの作成 
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    第 1回検討会における検討内容及び講師との調整を踏まえ、研修スケジュール（案）を作成した。 

  作成後、環境省北海道地方環境事務所と協議し、本プログラムを確定した。（次ページ参照） 

③受講者アンケートの作成 

    受講者アンケートを環境省北海道地方環境事務所と協議の上、作成した。 
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平成２５年度環境カウンセラー研修スケジュール（北海道地区） 

 
日 時：１２月 ７日（土） 10：0０～１6：4０ 
場 所：北海道建設会館 ９階 大会議室 

９：40 ～10：00 受付 

10：00～10：05 

（5 分） 

 

 

10：05～10：35 

（３０分） 

 

 

10：35～12：10 

（９０分） 

*途中休憩 5 分 

開会  

主催者あいさつ 

 北海道地方環境事務所 統括環境企画官 笹木秀敏 

午前の部 

【全体講演】（一般公開） 

「環境行政の最新の動向について」 

北海道地方環境事務所 環境対策課 課長補佐 向田健太郎 

 

【基調講演】 

「地球環境政策に関する専門知と市民参加」 

北海道大学 高等教育推進機構 准教授三上直之 

12：10～13：20

（70 分） 
昼   食 

 

13:20～14:00 

（40 分） 

 

 

 

14:00～16:15 

(135 分) 

 

*途中休憩 5 分 

 

午後の部  

【事例発表】①中村恵子さん 地震列島日本 「災害廃棄物処理計画」 

        ②橋本昭夫さん 亜臨界水を用いたゴミの肥料化研究 

 

【グループディスカッション】 

ファシリテーターNPO ファシリテーションきたのわ 松田 剛史 

 

メインテーマ：「環境カウンセラー活動をよりよく進めるために」 

＊グループに分かれて自由にディスカッションを行います。 

 

休憩後、グループディスカッションの感想等出席者各自が発表。 

16：15～16：30 

（15 分） 

アンケートの記載 

16：30～16:40 閉会式 

修了証書交付 

解 散 

 

※環境カウンセラーの方は、午前・午後の部の一つでも受講されない場合は、修了要件は満たしませんので

ご注意ください。



7 
 

（4）研修の開催 
■10：00～10：10 
開会 ・オリエンテーション 主催者挨拶 
司会 
環境省北海道地方環境事務所 
環境対策課 企画係長 寺井 仁史 様 
 
 
 
主催者挨拶 
環境省北海道地方環境事務所 
統括環境企画官 笹木 秀敏 様 
 
北海道地方環境事務所統括環境企画官の笹木でござい

ます。研修の開始にあたりましてひと言ご挨拶を申し上

げます。日頃は環境省ならびに北海道地方環境事務所の

業務につきまして、深いご理解とご協力をいただきまし

て誠にありがとうございます。本日はお寒い中、年末の

お忙しい中、北海道各地より参加をいただきありがとう

ございます。さて、環境カウンセラー登録制度は皆様の

環境保全に関する専門的知識や経験を活かして、市民や

NPO、NGO や事業者などの環境保全活動に対する助言

を行う人材として環境省の環境カウンセラー登録制度に

ご登録された方々でございます。本年４月現在、全国で 4,108 人、北海道で 83 人の方が環境カウンセラー

として登録いただいております。 
本年度のカウンセラー研修つきましては、NPO 法人北海道環境カウンセラー協会に企画・運営をお願い

し、昨年のアンケート結果を踏まえ、環境カウンセラー間の交流を図ることを目的とした内容としました。

本日の基調講演では、昨年度参加者から好評で、今後も注目していきたいとのご要望を踏まえ、北海道大学

の三上先生にお願いいたしました。 
 地球規模の環境リスクに関わる市民参加事例や、行政の政策決定における市民参加の意義及び市民と専門

家のコミュニケーションのあり方などについてご講演をいただく予定です。 
午後は現場で環境カウンセラー活動を行われている方々の事例発表をお聞きいただき、その後グループに

分かれてディスカッションを行います。グループディスカッションは「環境カウンセラー活動をよりよく進

めるために」をメインテーマに、普段の環境カウンセラー活動の中の疑問や工夫されていることについてカ

ウンセラー間でご議論をいただき、今後の活動のヒントなどをつかんでいただければ幸いです。  
また「ＮＰＯファシリテーションきたのわ」の松田剛志さんをファシリテーターとしてお迎えし、皆様の

コミュニケーション能力の向上につなげたい、と考えております。本日の研修を通じて皆さまの交流がより

一層深まり、カウンセラー相互の連携が図られることを期待しております。１日にわたる長丁場の研修です

が、最後までよろしくお願い申し上げます。 
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■10:10～10：40【全体講演】 
 「環境行政の最新の動向について」 
 環境省北海道地方環境事務所 
環境対策課 課長補佐 向田 健太郎 様 

 
本日は環境省が行っているＥＳＤと PM2.5 のテーマ

についてお話させていただきます。 
資料の右下の番号を読み上げながら、説明を進めさせ

ていただきます。 
環境省のＥＳＤの取り組み状況等 
まずＥＳＤですが、シート３にありますように、「持続的な開発のための教育」（Education for Sustainable 

Development)の頭文字をとってＥＳＤと申します。 
これは平成 14 年（2002 年）ヨハネスブルグサミットにおいて、日本が提案したものです。同年国連総会

において全会一致で採択され、2005 年から「国連持続可能な開発のための教育の 10０年」が世界各国でス

タートいたしました。「持続可能な開発のための教育」と日本語に訳してみてもよくわかりませんが、「一人

ひとりが世界の人びとや将来世代、また環境との関係性の中で生きていることを認識し、持続可能な社会の

実現に向けて行動を変革するための教育」のことをＥＳＤといいます。来年で 10 年を迎え、日本で世界会

議がもたれる予定なので、それに向けてこれから盛り上げていこうとするものです。 
 次のシート４ですが、ここまで日本で行われてきた環境教育の流れについて示しました。平成 15 年公布

の環境保全活動・環境教育推進法や平成 18 年の教育基本法の改正、平成 20 年の教育進行基本計画、平成

23 年の環境教育等促進法など法等の整備を行ってきました。 
 次のシート５にはＥＳＤに関する環境省の取組を大きく４つに分けて書いております。 
 それはＥＳＤの普及啓発、ＥＳＤの実践、開催地の支援、国内外の連携です。 
 シート６にＥＳＤの普及啓発のためのウェブサイト「＋ＥＳＤプロジェクト」を紹介しております。「＋Ｅ

ＳＤプロジェクト」は地域社会や地球規模の課題解決に向けた市民と地域の力が高まることを目指して環境

省が立ち上げたウェッブサイトです。ここに「ＥＳＤ活動」「ＥＳＤ活動を支援する事業」を登録して、情報

発信や仲間とのつながりを深めることができるようになっております。 
 シート７では環境教育等の研修について述べています。平成 16 年くらいからだったと思いますが、地方

環境事務所でも教職員や環境教育に携わる人たちへの研修を行っておりました。これは予算の関係でいった

ん途絶えたのですが、関東と関西の地域において、昨年から再開しております。これはいわゆるリーダー研

修ですが、環境教育のノウハウを身に着けてもらうことを目的としております。このシート７は本年度の研

修の案内となっていますので、興味のある方は是非ご覧ください。 
 シート８は国際的な取り組みの推進について述べております。環境省は平成 24 年に国連大学に 1.6 億円を

拠出して、アジアにおける大学院レベルでの環境人材の育成や、ＥＳＤに関する地域拠点づくりを行ってき

ました。 
 シート９ではもともと環境省が行ってきた環境教育にＥＳＤの視点を加えるとどうなるかについて述べま

す。 
 環境保全活動は自然環境の保護など環境保全を主たる目的として、自発的に行われる活動であって、地域

住民が、近隣の海岸でゴミ拾いをする活動などがその例です。 
 環境学習は環境の保全等を通して背景にある問題にまで目を向けて理解を深める学習です。例としては地
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域の川を定期的に調査して、水質や生物の変化の原因を学ぶ活動などがあります。 
 そして、それらにＥＳＤの視点を取り入れた、持続可能な社会作りのための環境教育や各種活動をおこな

うことがＥＳＤ活動であると整理されています。 
これは国立環境政策研究所教育課程研究センターの資料からとったものですが、「ＥＳＤの学習指導過程を

構想し展開するための必要な枠組み」を示しています。ＥＳＤの視点に立った学習指導の目標は「持続可能

な社会作りに関わる課題を見出し、それらを解決するために必要な能力や態度を身につける」ことにありま

す。ここでいう持続可能な社会作りの構成概念とは、多様性、相互性、有限性、公平性、連携性、責任性で

す。また必要な能力や態度とは、批判的に考える力、未来像を予測して計画を立てる力、多面的、総合的に

考える力、コミュニケーションを行う力、他者と協力する態度、つながりを尊重する態度、進んで参加する

態度をいいます。 
 こういったことを盛り込んで環境教育を行っていくことがＥＳＤの視点を取り入れた学習ということにな

ります。 
 環境教育や環境保全活動にＥＳＤの視点を入れた具体的な例をシート 10 に示します。 
 単に知識や経験を得るだけでなく、持続可能な社会について自ら考え、その実現に向けて行動できる人材

を育てるために、従来の環境教育にＥＳＤの視点を入れることが重要です。ちょっとした工夫をすると従来

の環境教育が変わってきます。 
 たとえば、学校への出前教育はテーマに対する体験談や知識を教え込むことでなされ、子供たちに双方向

で気づきや、学びを促す時間は設けられていません。子供たちは講師から専門的な話しが聞け、知識を得ら

れたことで満足しています。これをＥＳＤ化すると、なぜそれが必要なのかと子供たちに問いを発して、考

えさせる時間を設け、テーマについて学んだことを子供たちに発表する場を与えるようにします。また外来

生物を除外する活動では、従来は参加者に環境保全活動に汗を流し、貢献したことに満足を与えることに終

わっているのが、ＥＳＤ化の視点を加えると、一般の参加者に外来生物について学習した上で、活動に参加

できるようにし、外来生物が地域の生物に与える影響や駆除の大切さ、外来生物の進入拡大防止策等を参加

者同士で話し合う時間を設けるなどとなります。また野鳥を観察する活動では現状は野鳥の見分け方の解説

や観察のみでプログラムが構成されていることが多いと思いますが、これにＥＳＤの視点を加えると、持続

可能な生態系の保全管理について、関心を持てるようになったり、野鳥の生息状況の変化について、原因や

対策を話し合う時間を設けるなど観察の仕方が変わります。 
 先ほどお話した「国連ＥＳＤの 10 年」の最終年である平成 26 年に我が国で「ＥＳＤに関するユネスコ世

界会議」が開催される予定となっており、我が国が主催国としてリーダーシップが発揮できるようさまざま

な取り組みが計画されていますが、シート 11 は環境省がこれに向けて本年度から実施している事業を紹介

したものです。この事業では、ＥＳＤの視点を入れた小中学生向けの環境教育プログラムを作成し、実際に

学校等で実証することとしています。今年は、北海道では石狩市の小学校で実証の取り組みが行われていま

す。また、シート 12 にありますように、この事業に関連して、今年採択されたＥＳＤプログラムは全国で

20 ほどありますが、北海道からは（株）アレフさんの「なたねプロジェクト」が採択されています。 
この持続可能な地域づくりを担う人材育成事業は来年も再来年も継続してやっていく予定です。この 20

のプログラムの詳細はホームページに載っておりますので、ご興味のある方はそちらもぜひご覧いただきた

いと存じます。 
 
微小粒子状物質（PM2.5）への対応 
次にもうひとつの環境行政のテーマであります、PM2.5 についてお話いたします。 



10 
 

PM2.5 は昨年から話題に上り、今年は確か流行語大賞の候補にノミネートされていたことでもあり、よく知

られた言葉になりました。PM2.5 は何だろうということですが、こちらのシート 14 にありますように大気

中に浮遊したさまざまな成分からなる粒径 2.5 マイクロメーター以下の小さな粒子のことを言います。屋内

に侵入しやすく、体の中に入った粒子は肺胞領域まで侵入しやすいという特徴があります。最近では高い発

がん性リスクがあるという報告があったとする報道もありました。 
 この粒子状物質の発生源としては固定発生源と移動発生源、自然発生源の３つが考えられ、固定発生源は

ボイラー、焼却炉等の煤煙を発生する施設や、コークス炉、鉱物の堆積場等の粉塵を発生する施設が挙げら

れます。移動発生源は自動車、船舶、航空機等が挙げられます。また自然発生源は土壌、海洋、火山からそ

れぞれ土壌粒子、海塩粒子、火山噴煙等を発生させます。これらの発生源から大気中へ放出される粒子を一

次生成粒子と言います。 
 また、紫外線によりＶＯＣ（揮発性有機化合物）やＮＯｘからオゾンが発生し、そのオゾンとＳＯｘ、オ

ゾンとＮＯｘが化学反応を起こして二次生成し、粒子化したものがあり、これも PM2.5 の発生に関与して

おります。従ってその中にはさまざまな化学物質が含まれています。 
 PM2.5 の環境基準は平成９年にアメリカで米国環境基準が定められ、日本では平成 18 年まで微小粒子物

質暴露影響調査研究がなされ、さまざまな検討会、諮問機関、専門委員会の検討結果を踏まえ、平成 21 年

に中央審議会の答申が出され、翌 21 年の環境省告示で環境基準が設定されております。それは、１年平均

値 15 ㎍/㎥以下かつ１日平均値 35 ㎍/㎥以下と定められています。この環境基準は人の健康を保護し、生活

環境を保全する上で維持することが望ましい基準ということです。 
 シート 18 に他の国々の基準値を示しました。ＷＨＯの基準（１日平均値 25 ㎍/㎥）が一番厳しく、2016
年から適用の中国の基準が一番ゆるい基準（１日平均値 75 ㎍/㎥）となっております。これから見ますと、

日本はこの真ん中あたりとなっております。 
 シート 19 にモニタリング関連施策の全体像を示しております。このように、平成 21 年に環境基準が設定

され、以後、事務処理基準の改正、常時監視マニュアルの改訂、成分分析ガイドラインの策定、成分測定マ

ニュアルの策定がなされてきており、順次モニタリングの態勢を整えてきております。また、自動測定機の

等価性評価も３回行う等、機械化の進展を進めているところです。 
 常時監視（質量濃度測定）の状況はシート 20 のとおりです。事務処理基準に基づく必要測定局数は全国

で 1,292 局ですが、平成 24 年度末現在で 645 局にとどまり、達成率は 49.9％です。北海道は必要算定局数

53 に対し 25 年度末は 21 局で、必要数の半分にも足りていません。26 年度末は 27 局、27 年度末は 30 局

になる予定です。 
 常時監視（成分分析）の状況はシート 21 のとおりで、北海道・東北ブロックは平成 25 年度で 15 局です。 
 シート 20 と 21 の測定局は自治体の設置状況ですが、国の常時監視体制はシート 22 のとおりです。 
 環境省の平成 25 年度の PM2.5 の成分分析実施地点は図の 11 地点となっており、□で囲ったピンク色の

ところです。ここでは PM2.5 の質量濃度測定も行っています。●のところは PM2.5 の質量濃度測定の他、

酸性雨の測定も行っています。北海道では利尻です。▲は酸性雨の測定だけとなっています。東北の八幡平

などです。 
 平成 23 年度の質量濃度測定結果をシート 23 に示しました。環境基準の達成率は一般局で 27.6％、自排局

で 29.4％でした。図の■が環境基準非達成局で、西日本に多く見られます。 
 シート 24 は、34 の測定局の平成 22 年と平成 23 年の PM2.5 の質量濃度を比較したものです。一般局、

自排局ともほとんどの地点で 23 年度は質量濃度の値が低下をしております。これを時系列的に見ていくと

シート 25 のようになります。2001 年から都市部、非都市部、道路近傍のいずれの地点においても右肩下が
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りになっております。 
 次に成分分析の結果をシート 26 に示しております。このグラフからは、道路沿道では一般環境に比べて

排気ガスの成分である元素状炭素が多いということがわかります。 
 成分分析結果につきましては、シート 27 に平成 20 年と平成 13 年とを比較した東京都のデータがありま

す。このデータをみますと、平成 13 年と比べて平成 20 年では総粉塵量が大きく減少し、成分は自動車排出

ガスの寄与濃度が特に小さくなっていることがわかります。また、PM2.5 の構成している微粒子は、平成

13 年では一次発生のものが２/３程度を占めていましたが、平成 20 年には二次生成のものが２/３程度を占

めているということがわかります。 
（ここで会場から質問）一次発生と二次生成の違いは何ですか。 
（回答）一次発生は固定発生源、移動発生源、自然発生源から排出される微小粒子であるのに対して、二次

生成は大気中のＶＯＣ（揮発性有機化合物）などが大気中で化学反応を起こして粒子化したものです。 
シート 28 は環境省の健康影響への調査研究を示したものです。 
環境省では、大気汚染に関わる環境保健サーベイランス調査、微小粒子状物質等疫学調査、気管支喘息発

作に及ぼす影響に関する疫学研究、PM2.5 汚染の実態解明と発生源寄与調査、PM2.5 等の規制に影響する

黄砂の飛来量/降下量に関する調査などを行っています。 
 微小粒子状物質等疫学調査は平成 23年から全国の小学生 1,000人を対象に肺機能発達とPM2.5等大気汚

染物質濃度の関係を調査するもので、北海道では札幌市内の小学校が対象に選ばれています。 
 
微小粒子状物質（PM2.5）による大気汚染への当面の対応 
昨年、中国の北京でPM2.5 が大量に発生して、その日本への影響が大変話題となりました。 
シート 30 にその越境大気汚染のことを採り上げています。中国をはじめとして、アジア地域では経済活

動の活発化に伴い、大気汚染物質の排出量が急増しております。右の図に九州大学のシミュレーション結果

が示されておりますが、冬季から春季にかけては大陸からの越境大気汚染の影響が大きくなっているという

研究結果が出ております。 
 シート 31 では平成 25 年の北京の大気汚染の状況を記しています。昨年１月の北京では、PM2.5 の環境

基準を達成したのは５日間だけということでした。これは晴天による放射冷却がおき、大気汚染物質を含む

冷たい空気が地上付近にたまりやすくなっていた気象条件下において、自動車ガス、集中暖房のための石炭

使用、工場の排煙等により大量の微粒子状物質が滞留し、今回の大気汚染の発生になったと考えられていま

す。先日も上海の大気汚染がニュースとなっていましたが、昨年の大気汚染の範囲は143万㎢ということで、

北海道が８万㎢ですので、その 18 倍くらいの広範囲に大気汚染が広まっていました。この大気汚染では工

場の生産停止、建設工事の中止、交通事故多発、空港の閉鎖などさまざまな影響が出ております。 
シート 32 はそのときの北京のPM2.5 の濃度を示したものです。これは北京のアメリカ大使館の測定デー

タですが、が１日平均値が 400 ㎍/㎥を超えた日があったことがわかります。また、１月から３月までの多く

の日が１日平均値で 100 ㎍/㎥を超えていますが、東京都はそのときは、多分 15 ㎍/㎥くらいでしょうから、

それと比較するとその濃度が異常に高いことがわかります。 
シート 33 に今年２月に出しました環境省のPM2.5 による大気汚染への当面の対応策を示しました。４つ

の面から対策を進めることとしています。１つは国内の観測網の充実、２つ目は専門家会合による検討、３

つ目は国民への情報提供、４つめは中国への技術協力の強化であります。シート 34、35 は、専門家会合の

様子です。その会合で PM2.5 による大気汚染の状況分析がなされました。それによりますと、北京を中心

に PM2.5 の大気汚染が大規模に発生、その影響は一部が日本にも及んでいたことがわかりました。この大
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気汚染の原因は、石炭暖房、自動車排気ガス、工場煤煙等と考えられています。わが国でも一時的なPM2.5
の上昇が見られ、長崎県の福江島でも濃度上昇が見られたことから、越境汚染の影響があったものと考えら

れています。通常でもわが国の大気中に PM2.5 が観測されることから、一時的な濃度上昇は都市汚染で発

生したPM2.5 の影響が同時にあった複合汚染と考えられています。 
シート 36 は福岡市香椎の平成 24 年と平成 25 年の PM2.5 の濃度のデータを比較したものです。平成 25

年に大きな濃度上昇のないことから、特に中国からの越境汚染があったとは言えず、この観測データは都市

汚染の影響があった複合汚染であると考えられました。 
しかしながら、越境汚染による影響が懸念されますことから、専門家会合では、シート 37 にありますよ

うに当面の措置として「法令に基づかない暫定指針」が定められました。その内容を取りまとめたものがシ

ート 38 です。日平均値が 70 を超える場合の行動のめやすとして、不要不急の外出や屋外での長時間の激し

い運動をできるだけ減らすこと、日平均値が 70 以下の場合では、高感受性者にあっては体調の変化に注意

することが示されました。そして、この注意喚起は自治体が行うことが望ましいとして、その注意喚起を行

う判断に用いる値についても決められています。 
シート 39 は「注意喚起」の実際の運用結果です。平成 25 年３月から５月の間で高濃度（暫定指針値の

70 ㎍/㎥以上）の測定局のある自治体（山口県、大分県は高濃度の実績は無い。）実績と注意喚起を実施した

自治体を対象としたものです。黄色のセルの日は、高濃度が出現した日です。○は注意喚起を行い、実際に

高濃度となったことを示しています（注意喚起が当たったもの）。△は注意喚起を行ったが、すべての局で暫

定指針値以下だったものです（注意喚起が外れたもの）。×は注意喚起を行わなかった（見過ごしたもの）、

ことを示しています。こうした運用の結果を踏まえて、今年の 11 月に注意喚起の指針の見直しが行われて

います。また、環境省としましては、注意喚起の在り方についていずれ法律の中に定めることを検討したい

と聞いています。 
シート 40 は３つ目の対応策である国民への情報提供の対策を示したものです。環境省ホームページに「微

小粒子状物質（PM2.5）に関する情報」のサイトがあります。ここではそらまめ君で全国の大気汚染物質の

測定データをリアルタイムで提供しております。 
４つ目の対応ですが、シート 41 にありますように、中国への対応はこれまでの戦略的互恵関係に基づき、

日中友好環境保全センター等を通じて環境協力を行っております。本年２月には中国政府と課長級の意見交

換を行いましたし、５月６日の日中韓３カ国環境大臣会合において主要議題として PM2.5 を採り上げまし

た。 
PM2.5 対策の今後の進め方ですが、シート 45 に飛びます。まずモニタリングの充実を図り、国設局でも

酸性雨の測定に加えて、ＰＭ2.5 を測定いたします。また、成分分析、前駆物質のモニタリングを行います。

PM2.5 の発生源の把握と生成機構の解明が不十分ですので、二次生成粒子の挙動も明らかにするなど、対応

強化を行います。さらに、中国などから越境してくるかどうかはシミュレーションモデルの高度化を行い、

その寄与を解明いたします。健康影響については、環境省としてはまだ健康影響との関係を十分把握してい

ませんが、知見の集積を行います。そのようなことを進めながら効果的な PM2.5 対策及び暫定指針の法令

化の検討を進めていきたいと考えております。 
 
黄砂について 
PM2.5 と黄砂の違いについて照会を受けることがあります。ご参考までに資料をつけましたので、お帰りに

なってご覧ください。 
以上で「環境行政の動向」についての説明を終わります。 
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地球環境政策に関する専門知と市民参加 

 

三上 直之様（北海道大学高等教育推進機構准教授） 

 

 

講演者プロフィール 

1973 年千葉県野田市の生まれ。1996 年東京大学文学部社

会学専修課程卒業。出版会社勤務を経て 

東京大学院で環境社会学を学ぶ。博士（環境学）。2005

年北海道大学科学技術コミュニケーター養成ユニット特

任助教授（2007 年特任准教授）。同大学高等教育推進機

構高等教育研究部准教授。専門分野は社会学、科学技術

コミュニケーション。科学技術の参加型評価手法、科学

技術コミュニケーション教育、大学と地域社会とのコミュニケーションの促進、環境政策への市民参加

等を研究。 

政府が主催するエネルギー・環境の選択肢に関する討論型世論調査の実施プロセスを検証する、第三者

検証委員会の作業メンバー（専門調査員）として、調査や報告書作成にあたったほか、民間版・討論型

世論調査の運営に実行委員として参画。 

 
なぜ参加か？ 

 テーマが市民参加ということなんですね。それで、特に今日、お話ししたいのは、最初に地球温暖化、

そして後半に生物多様性に関わった内容になります。これは、今のＰＭ2.5 に関わるお話もそうでしたが、

やはり環境政策を考えるときに、その意思決定の重要な基盤になるのは科学なんですね。まあ、地球温

暖化を考える場合も、いろいろな大事なことを決めていく場合に、科学的知見が援用されます。2013 年

9 月末に、ＩＰＣＣの第 5 次評価報告書の一部が発表されました。これは、これまで行われてきたさまざ

まな研究のレビューになっています。社会科学も自然科学も、いろいろな研究をして、論文や学会で発

表します。 
 この論文には、いろいろなタイプがあります。新しい実験・観察などをして、今まで明らかになって

いなかったものを明らかにするよといって発表する論文のことを、原著論文と呼びます。原著論文の他

に、レビューとか総説と呼ばれる論文があって、これは、新しいものを発表するのではなく、その分野

の研究、最近どんな動向になっているかのそうざらえをするような論文もあります。今回のＩＰＣＣの

発表は、レビュー論文がたくさん集まったお化けのようなものです。最近の地球温暖化に関する研究論

文を、第一線の科学者たちが総掛かりで、レビュー・報告していて、レビューの要約だけでも数十ペー

ジになります。 
 そういった膨大な科学の研究の蓄積と現在の環境政策が連動していることは理解していただけると思

います。ただ、そうは言いながら、やっぱり科学を扱っている専門家の知見だけでは判断がつかないこ

とというのがあるわけですね。科学的知見には、不確実性がある、リスクがあるわけですね。なぜなら、

予測に幅があるから。また、予測ができたとしても、もう少し、科学だけでは判断がつかない、社会的、

倫理的な価値判断の領域などもあるわけですね。まあ、そういったわけで、科学的な知見も重要だけれ
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ど、市民参加のプロセスも重要になってくるわけです。 
 
昨年紹介した事例＝政府ＤＰ 

 
 昨年紹介した事例ですね、半分くらいの方は、これを聞い

てくださったわけですが、「エネルギーと環境の選択肢に関す

る討論型世論調査」が、昨年、これは政府の主催で行われま

した。これは、どんなものだったかを簡単におさらいします

が、何をやったかというと、一番わかりやすいのが、スライ

ドの 4 ページになります。表を掲げてありますが、これは、

昨年、つまり前政権の時に、福島の事故を受けて、原発の取

扱を根本から考え直さなくてはいけないということで、一体

この先、2030 年ということを一つのターゲットにして、その時に、原発とどのように付き合っていくか

を、選択肢を 3 つ提示して、どれを選ぶかということで国民的議論をしたんですね。でそのシナリオと

言いますのは、この表に掲げてありますとおり、原発をまったくなくしてしまうゼロのシナリオか、15％
くらい使うというシナリオ、20〜25％くらい使うというシナリオの３つです。それで、2011 年の 3 月ま

では、もともと 26％、原発を用いていたので、いずれにしても下げるというプランだったのですね。で、

この先、どのプランを選んで行くかという議論を昨年、行ったわけなのですが、その中で、討論型世論

調査が行われたのです。 
 
討論型世論調査とは 

 

 討論型世論調査は、英語で、Deliberative Polling と呼ばれます。Deliberation というのは、討論、Polling 
は世論調査ですので、討論を組み合わせた世論調査というようなものになります。で、これは政府が初

めて主催した討論型世論調査なので、政府ＤＰと呼びたいと思います。 
 この政府ＤＰがどのように進んだかというのは、６枚目の

スライドにある通りです。これは、政府ＤＰがこのように進

んだということを表しているのですが、一般的に、討論型世

論調査はこのように進められます。 
 まず、一番最初に、事前アンケートと書かれていますが、

普通の世論調査をするわけですね。ＲＤＤ方式と言って、マ

スメディアが世論調査をやるときにやる方法です。電話番号

を乱数発生させて、その人たちに、さっきの３つのシナリオ

のどれがいいですか？と尋ねるというものです。で、だいた

い 6800 人くらいの人が回答したというのが最初の流れです。  
 で、ここまでが普通の世論調査、ここから先が討論型世論調査に入っていくのですが、回答してくれ

た 6800 人の人に、実は、こういうイベントが東京であるんだけれど、遠方の人には、飛行機代を出すと

言って、調査員がリクルートするわけです。今回の場合は、リクルートの人が結構頑張って、300 人くら

いの人たちが参加していいよということで、集まることになったわけです。 
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 この人たちは、たまたま、コンピューターが電話番号をランダムに発生させてつながった人たちなの

で、必ずしもエネルギー政策や、このことと地球温暖化が密接に関わっているということで、これから

日本のどんな温暖化対策をとっていくかや、それから原発に対しても、中には、関心が高くてずっと人

もいたかもしれないけれど、皆さん、どちらかというとそれほど詳しいわけでもないのですね。で、来

ていただくに当たって、交通費と日当をお支払いして集まってもらうわけですけれども、申し訳ないけ

れども、事前にちょっと勉強してきて欲しいということで、資料の冊子が送られてくることになってい

るのです。それがスライドの右の真ん中あたりにある情報提供資料の送付というところです。 
 この場合は、シナリオが３つあり、シナリオを選ぶことによるメリット・デメリットが入り組んでい

るわけですね。原発の使い方を見直して、できるだけ減らさなくてはいけない、というのは、コンセン

サスを得られているけれども、原発依存から、どの程度のスピードで抜け出していくかなどは、色々意

見が分かれているので、それについてかなり詳しく説明された 50 ページくらいの冊子で、これは専門家

が監修しながら作られて、それが各参加者に送られたのです。 
 
政府 DP で何が話されたのか 

 
 そしてですね、2012 年の 8 月 4 日から 5 日に、東京で討

論会が行われたのです。10 ページに写真がありますが、こん

な感じです。この時は、集まった約 300 人の人たちは、事前

に資料も読んでいますから、ある程度、基本的知識は持って

いるわけです。そこで、2 種類の話し合いをやるんです。ス

ライドの右の方の写真では、グループで輪になって話し合いをしています。300 人の参加者が、15 人く

らいのグループに分かれて、ファシリテーターの進行のもと、自由に話し合うわけです。ほんとに自由

に、資料を読んできて感じたことなどを話し合うのです。話し合いの中で、よくわからないことや疑問

に思うことが出てくるわけです。左の写真ですが、この壇上には専門家がいます。この場合ですと、エ

ネルギーの専門家も必要ですし、経済の専門家も必要ですし、もう少し、これは科学技術政策をどうす

るかといった問題でもあるので、科学技術政策の専門家、それから、環境の専門家も必要です。また、

今回は、原発をどうするかということもあるので、はっきりゼロにするという人から、徐々に減らして

いくという人まで、幅のある専門家に壇上に上がってもらって、その人たちに質問をするということを

やるわけです。そこで、知識を得たら、またグループに分けれて話し合う。これが、この 2 日間に行わ

れた事です。 
で、どんな結果になったのかというと、この時は、よく資料

を読んで、話し合っていくと、だんだん、「なかなか大変な部

分はあるけれども、2030 年の時点で原発をゼロにすべきでは

ないか」という人の割合が、最初、電話を受けた時点で、何

も知識を持たずに答えた時には、30％くらいだったのが、終

わった時点、最後にもう 1 回同じアンケートをとるのですけ

れど、その際には、半数近くになっているという結果になり

ました。このようなお話を、昨年もしたのですが、今日、お

話ししたいのは、そのＤＰそのものというより、環境とかエネルギーとか、リスクを伴う事柄に対する
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議論の場において、で、このような場において、リスクの判断について、科学は大きなウエイトを持っ

てくるわけですが、でもやっぱり、科学者なり専門家だけでは判断できないものがあって、そういうと

ころで、まさに全体会なんですね。専門家と市民が対話をして話し合っていくと、そこでは、どういう

議論がなされていて、何が問題になっていて、その中で、専門家はどう反応して、市民はいったい何を

考えるのかということを、もう少し詳しく見ていくことが、こういったリスクに関わるコミュニケーシ

ョンを考える上で、意味があるのではないか、と思うんですね。 
 
 この政府 DP でいったい何が話し合われたのかということに絞って、今日は紹介したいと思います。

で、ちょっとその前に、もう 1 回、この図を見てください。

全体の流れですね。今、お話ししているように、この政府 DP
というのは、最初に普通の世論調査があり、情報提供をして

会場に集まって、話し合ってもらう。話し合いの前に、また、

アンケートをとる。そして、よく話し合って、専門家にも質

問をした上で、最後にもう 1 回アンケートをとるんです。つ

まり、合計 3 回アンケートをとるわけです。議論をする前の

状態、情報提供を受けただけの状態、よく話し合ったあとの

3 回。今日、お話ししたいのは、左下の小グループでの話し

合いと全体会議の部分。ここで、どういう話し合いがあったのか、というところです。今日のテーマは、

そういった専門知識というのが環境政策の形成に非常に大きな役割を果たすのだけれども、そういった

専門知識をめぐる市民と専門家のコミュニケーションというのがどういうものかというのを考える材料

を提供できたらと思います。     
 
専門知識を通したコミュニケーションの場 

 
 特に全体会議で、市民と専門家が、この問題について話し合う。市民がいろいろ情報提供を受けて、

実際どうなんだという、ここで例えば、原発ゼロというシナリオが上がっているが、本当に可能なのか、

とか、再生可能エネルギーが代替エネルギーとしてあげられているけれども、どのくらいの可能性があ

るのか、とか、いろいろ考えられるのですが、いったいどんな話がされたのかというのを、一つ詳しく

お話ししたいと思います。今日、お話ししたいことが２つあるのですが、その 1 つめとしてお話しした

いと思います。 
 で、誰が回答したのかということは、非常に大事なことだ

と思います。いずれも著名な方なので、ご存じの方も多いの

ではないかと思うのですが、見ていただくとわかるように、

原子力の専門家、それから再生可能エネルギーに詳しい方も

いらっしゃいます。また、一番下の西岡先生のように、環境

政策の専門家というようなバランスです。また、原発に関す

るスタンスも、引き続き基幹電源として使っていくべきだと

いう方から、すぐにゼロ、という方まで含まれている。まあ、
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こんなメンバーが専門家として応対したのだ、ということを知っていただけたら、と思います。 
 で、ですね、普通のこういう場で、「なぜ、専門家が答えるのか？」、つまり専門家と市民が対話する

セッションというのがなぜ、設けられるのか。先ほど、私は、「市民だけで話していると、わからないこ

とが出てくるので、専門家として質問に答えるために。」と言ったと思います。技術的なディテールのこ

とに関する知識を、必ずしも参加者の人が持っていないので、そういう情報知識を提供するために、こ

ういった質疑応答の場面というのは、設けられるのだと言ったと思うのですが、でも、ホントにそうだ

ろうか？この質疑応答の場面で、どういう質問を参加者の人たちがして、どういう答があったのかとい

うことを、数えてみたら、2 日間で 51 問の質問がありました。録画がインターネットで公開されていま

したので、それを、書き起こして、分析してみたんですね。そうすると非常に面白いことがわかりまし

た。 
 
 三分の二は、確かに、我々が期待していたように、情報を

求める質問、たとえば、よくわからないので、再生可能エネ

ルギーってどうなっているのかを知りたいとか、原発の安全

規制がどうなっているかを知りたいとかいったものでした。

残り三分の一は、そうではない質問、単純に「情報を求める」

という質問ではありませんでした。詳しく、どういうテーマ

で、どういう質問が出されたということを細かく分類したの

が次のスライドです。資料では、見にくいかもしれませんが、

大まかに流れだけご理解いただけたら、と思います。いろい

ろな種類の質問が専門家に対してなされました。原発につい

てとか、再生可能エネルギーについてとか、電力システムに

ついて、とかです。 
 それで、情報を求めるタイプの質問は、33 問あって、上の

行なのですが、まんべんなく分布しています。1 問が黒丸 1
個なのですが、まんべんなく分布している。それに対して、 
単純に「情報を求める」のではない質問は、明らかに 2 つの

部分に集中していたんですね。右の赤い○で囲んだ部分で、1
つは原発について、もう一つは、政府が出しているシナリオについてです。こういった所は、単に、情

報がわからないので、詳しい科学者、技術者教えてくださいというではないタイプの質問。で、私は、

今日、お話ししたい非常に重要なポイントの 1 つは、こうい

ったところに政策をめぐるコミュニケーションのキモがある

のではないか？という点です。 
 
参加者は何を問うていたのか？ 

 
 で、これをもう少し、わかりやすくするために、実際に議

事録の中から、いくつか抜粋して、資料の中にも載せてあり
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ます。例えば、こういう質問があるのですね。「原発は本当に安全なのか」というような質問。本当に、

あ、私も言ってしまいましたが、「本当に」という言葉が、記録の中に何度も出てきます。「原発は本当

に安全ですか」というのは、ある意味では、知識情報を聞いている質問かもしれませんが、「福島の事故

というのは、もう二度と起こらないのですか？」という質問も出てきます。これに対して、専門家がど

う答えるのかというと、もう本当に自分の科学技術の知識、原子力工学とか科学技術政策の知識では、

必ずしも答えられない、この状況を自分がどう思っているのかということになるんですね。 
 
 もうちょっと顕著なのは、「原発ゼロは可能か？」というような質問ですね。実は、これは、かなり奇

妙な質問なんですね。政府は、2030 年までに 0％というシナリオを立てている、つまり、可能だかシナ

リオを立てているのに、ゼロシナリオはありうるのか？と聞くのは、ある意味で矛盾した質問なのです

ね。また、現在の世論の状況で「原発ゼロはありうると思っているのか」とか、「ゼロに向かわせること

はできるのか？」と聞いているのです。これはいったいどういう質問なのか。それで、先ほど言ったこ

の場の設定について思い出していただきたいのですが、一応、

表面的、前提としては、「市民が議論をするために、専門家が

情報提供する。」という事になっています。ですから、「私は、

原発ゼロのシナリオが良いと思っているので、ゼロシナリオ

を勧める」とか、逆に、「原発をもっと使うように」とか、専

門家が参加者を説得する場ではない、というルールに一応な

っているのですね。逆に言うと、参加者も、色々な情報を聞

いて、先ほどのグラフで言うと右下の情報ですね、それらを

聞いて、自分で判断するように、と言われて議論をしている

わけです。そこの壇上に上がっている人たち、皆さんも名簿

を見ているので、おわかりだと思うのですが、まさに、この

シナリオを作るのに、非常に中心的な役割を果たした人たち

で、そういったことは参加者にもわかっているわけです。壇

上に上がって、情報提供をする立場で座ってはいるけれど、

この人たちはが、原発についてどう思っているか、当然知り

たい、実際、私はグループの話も傍聴していましたが、そう

いう話が出てくるわけです。どう考えているのか、聞いちゃ

えばいいじゃないと。つまり、自分たちが判断しなくてはい

けないけれど、それで、こうなるんですね、「これはちょっと

答えにくい質問かもしれませんが？ぜひ答えて下さい。」と。

私も、このようなタイプのイベントをコーディネートしたり

していますが、よくあるタイプの質問ですね。「専門家の方は、

どう思うのか答えてください。」とかなりストレートに聞かれ

る場合もあります。ここでの「ちょっと答えにくいかもしれ

ませんが」というのは、非常に洗練された、レベルの高い聞

き方です。でも、本心は、こうなんですね。「どのシナリオを

支持する立場なのですか？」ということが、半面、情報の提供を求められるとともに、自身の立場が問



19 
 

われるということなんですね。 
 で、これは、その答が非常に面白かったのですが、専門家の答は二通りになりましたね。1 つのパター

ンは、ダイレクトにそれに向き合うというスタンスなんですね。枝廣さんは、ゼロの立場を明確にして

いる方ですが、ゼロは可能と明言しています。崎田さんの場合は、2030 年ゼロというのは難しいだろう

けれど、2030 年頃にもう 1 回検討したら、ということをおっしゃった。他に非常にはっきり明言したの

は、原子力の専門家の東京大学の田中さんという方なんですが、2030 年に原発ゼロは、国の立場として

良くないと明言しているわけですね。市民の議論の土俵に載っかってくるんです。唯一、そこに乗っか

らないで、別の答え方をしたのが、西岡さんで、「2030 年の研究データは持っていないが、2050 年につ

いては、研究したことがある。研究の結果、2050 年には技術的にゼロで行ける。」という。西岡さんは、

専門家の情報提供にとどまっている。 
 どの対応が良くて、どれが悪い、というのをここで言いたいのではない。市民と専門家が議論をする

というコミュニケーションの場に持ち込まれると、専門家は、単に研究したり、調査をしたことを客観

的に提供していく、それを使って、どこに参加している人たちが議論してくださいという立場ではなく

なっているというのが、まあ、あたり前なのですが、こうしてみてくると浮き彫りになってくるのです。 
 
「質疑応答」で何が問われたか 

 
 まとめますと、ここで何が問われていたかというと、１番

目は、「すでに与えられている情報の真偽」。例えば、こうい

う質問が出てくるのですよね。原発が安い電源かどうかとい

うのが 1 つのイシューでしたよね、まあ、今でもそうだと思

いますけど。それで政府が、内閣官房のかなりコアなところ

に、コストを検証するという委員会を作って議論したという

ことをご記憶かと思うのですが、kWh あたり 5.9 円だった単価が、実は、8.9 円くらい、いやそうじゃ

なくて、もう 9 円以上なんだという議論が出てくるというのをご記憶かと思うのですが、資料にもう 8.9
円と書かれ、それが 9 円以上と修正されている。そこの記述に対しても、そこに書いてあるコスト計算

ってホントですか？という質問が出るわけです。これも奇妙な質問で、情報提供資料に載っていて、そ

れもよく読んでわかっている、わかった上で、でも今までいろんな経緯があって、それから原発事故も

あって、そこにある情報が、ホントに正しいのかという疑問というのを表現したいというのがあるので

しょうね。 
 2 番目は、既にさっき見ていただいたんですけれど、政策選択肢を判断する場合は、こうしたコミュニ

ケーションの場では、参加している人たちが判断するのですよ、専門家は、客観的な情報提供をすると

いう構造を取りながら、実はそこにいる専門家の立場も問われている、というものですね。 
 3 番目は、そもそも３つのシナリオというのがどういう意味で作られていて、なぜ、原発がこういった

形で含まれているのか、というのが問われてくるというのが、「議論の前提となる選択肢自体の妥当性」

というものです。 
 これが政策をめぐる市民とのコミュニケーションの現場なのだと思います。 
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「専門知と市民参加」をさらに深く考えるために 

 
 で、この話をもう少し深く考えるために、いくつかキーワ

ードをご紹介したいと思います。 
 専門家と市民、あるいは、専門知をめぐる市民参加による

議論の場、そういうコミュニケーションを通じて得られる結

果というのが、どのように政策に活かされるのか、活かされ

るべきかということについて、私は普段研究をしています。

そういうジャンルの視点から言うと、さらに 2 つくらいの考

えておいた方が良いポイントがあるのではないかと思います。1 つは、そこで、議論になっているのは何

か？ということ。もう 1 つは、その場での市民と専門家の関係はどのようなものか、ということです。 
 
トランス・サイエンス 

 
 1 つめからお話しすると、ここでは、最初にお話ししたよ

うに、科学的・技術的問題のみに還元できない社会的・倫理

的な価値判断というものを含まざるを得ないと思うわけです

ね。さっきの「原発ゼロは可能ですか？」という話で言えば、

その原発というものを社会の中で動かしていくということに

ついてあなたたちはどう思っているのですか、ということが

質疑応答で問われていたと思います。 
 で、こういうことを、科学が深く関わっているけれども、

科学だけではかたがつかない問題というのを表す用語があっ

て、「トランス・サイエンス」と呼ばれています。これは、今から 40 年くらい前に、アメリカのワイン

バーグという人が、「 Science and trans-science」という論文を書いて、その中で提唱した概念です。地

球温暖化や生物多様性の問題を考える上で、非常にわかりやすいコンセプトだと私は思います。つまり、

いずれにしても、科学にかなり深く関わる問題、科学の知見抜きには何が起こっているかを理解するこ

とが難しいし、どう緩和し、適応していくかを考えるときも、科学の知見というのは、非常に重要にな

ってくる。けれども、どういう緩和、どういう形の適応が社会にとっていいのか、というのは、価値判

断の問題、社会的・倫理的な問題です。このように、科学に深く関わっていて、でも科学だけでは判断

できないという問題は、たくさんあるわけです。 
 このスライドは、ワインバーグの論文から抜き出した説明ですが、私たちが、つい科学に問いたくな

るけれども、科学が明快な回答を与えられない問題が、既に存在しているのだと言っているのですね。

で、なぜ、trans かというと、超えていくという意味なのですが、科学にすごく深く根を持っているので

すが、科学を超えていくような問題が今の社会にはたくさんあって、それについて、どう意思決定する

かということは、ある客観的な事実を提供して、それをもとに政治が意思決定するというモデルでは、

うまくいかないんだ、政治と科学が融合したような意思決定というものが必要なんだと、1970 年頃から

言われていたんですね。そのキーワードがトランスサイエンスで、そのキーワードを念頭に置いていた

だくと、少し、見通しが立てられるのかな、ということで、ご紹介しました。 
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市民と専門家の関係はどのようなものか 

 
 で、２つめの問題、「市民と専門家の関係はどのようなもの

か」ということについて、もう少しお話をしたいと思います。

で、これに関して言うと、もう一つキーワードをご紹介した

いのですが、それが「欠如モデル」という言葉なのですね。

まあ、科学技術に関するコミュニケーションとか科学技術の

社会への関わりとかいう研究の分野で使われてきた概念です。

どういう概念化というと、一般の市民というものは、地球温

暖化の問題も、生物多様性の問題も、原子力の問題も、知識

がそもそも欠如しているので、丁寧に説明をしてやって、情報を提供していって、理解をさせれば、例

えば、技術に対して疑問や不安を持っていたとしても、そういうものは解消されるんだ、という考え方

です。 
 まあ、ここにいらっしゃる多くの方は、変だなと思われると思います。今時、こういう考え方は通用

しないと思うんですけれど、まあ、こういう考え方で政策をめぐる科学技術に関するコミュニケーショ

ンというのが長い間行われてきたんです。市民は、知識が欠如しているから何とかしたら良いんだよ、

という考え方の「欠如」をとって名付けたのが「欠如モデル」、そういう誤った考え方のコミュニケーシ

ョンのモデルを欠如モデルと呼ぶようになってきているわけです。科学の知見は、色々な政策の意思決

定の時に、役に立つわけですが、科学の知見自体が日々更新されているわけですよね。で、どういう状

況にあるかということを、例えば先ほどあげた IPCC のレポートで言えば、何百人という研究者たちが

総掛かりで、レビューをやってそれが何百ページというレポートにまとめられているわけですが、それ

がまた、更新されて、次の評価報告書が出来るんだと思うんですが、そうやって、研究というのは更新

されていくわけです。つまり、科学の不確実性とか、今まさに、科学が作られているんだと言うことを

無視、あるいはおそらく軽視しているんだと思うし、それから科学だけには還元できないような倫理的・

社会的な価値判断を無視している、軽視しているという問題があるんだと思うんですね。むしろ、やっ

ぱり、討論型世論調査の対話の場面を見ていただくとわかるように、そこに参加している市民の方が、

疑問に思ったり、知りたいと思ったり、不安に思っているようなことを、むしろ逆に知ろうとする、と

いうのが重要なのだと思います。 
 
「科学技術への理解」を考え直す必要 

 
 で、これが前半最後のスライドになるのですが、今までよ

く科学だとか、技術だとか、もう少し広く政策に関わる専門

知について、理解ということが市民参加の現場では言われて

きたわけなのですね。で、その場合の理解というのは、市民

が参加して、議論する場合に、市民が制度のこと、科学のこ

とをよく理解していないと正しい判断ができないということ

で、そこにいる利害関係者が専門知識を理解しなくてはいけないという風なことが言われてきたわけで

すけれども、そういう一方通行的な考え方を考え直す考え直す必要があると思うのです。むしろ、学ん
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で、理解して、知識をつけて、判断に備えるべきなのは市民だけでなくて、そこに情報提供している専

門家の側も、いったいそこの何が不安とか不信とか疑問の原因になっているのかということをよく理解

する必要があるのだと思います。 
 皆さん、よく知っていらっしゃると思うのですが、現場に近い住民、当事者の方が、いろいろな知識

を持っていて、むしろ問題に詳しいという場合もたくさんあるんですね。そういう科学への理解、それ

からもちろん、市民が参加して議論する場合に、理解しなくてはいけない、というのもあるのですけれ

ども、単に科学・技術の中身だけでなく、それが、社会の中でどう作動して、政策に結びついていくの

かという仕組みですとか、そういうことも含めた理解が必要だと思います。今日のテーマにからめて言

うと、専門知について学習して理解するというその「理解のありかた」を問い直していく、政策をめぐ

るコミュニケーションの中では、問い直していく必要がある

のだろうと思います。 
 ここで一旦休憩を入れて、後半は、別の事例をご紹介しよ

うと思います。今日ご紹介しているような討論型世論調査の

ような取り組みは、総称してミニ・パブリックス型の市民参

加の手法と呼ばれています。 
 このミニ・パブリックス型の手法を、地域レベルや今日見

ていただいたような国レベルではなくて、世界全体の規模で

やってみようという取り組みが世界全体でもう始まっている

んですね。その取り組みについて、考察をしてみようと思い

ます。 
 
 
ミニ・パブリックス 

 
 今日ご紹介した「討論型世論調査」のような手法は、もう

少し、広く言うとミニ・パブリックスという考え方を形にし

たと言えます。どういうことかというと、社会の縮図になる

ような一定の人数の人、若い人からお年寄りまで、色々な地

域に住んでいる人を、小さいものでいうと十数人くらい、大

きいものだと、今日これからご紹介するのは数百人という規

模になるんですけれど、集まって、議論をして、その結果を

政策決定などに使っていくというものです。討論型世論調査

というのは、その 1 つの代表的なものなんですね。 
 
 代表的な手法を表にまとめています。昨年も見ていただい

たかもしれません。短いものだと 1 日で終わりますけれども、

長いものだと、数回に分けていますが、7 日間、8 日間という

ものになります。そういう非常に限られた利害関係者や専門

家という人たちだけが議論するのではなくて、言わば「社会の縮図」となるように市民を集めて議論を



23 
 

行い、その結果を、まあ、それ自体がすぐに政策決定になるわけではないですけれども、政策を決める

ときに参考にしていく、ということが、いろいろな所で試みられるようになっているというものです。 
 
世界規模でのミニ・パブリックスの試み 

 
 ここで、1 つ事例を紹介したいと思います。これは、今、

ご紹介したミニ・パブリックスという考え方を世界規模に、 
各国の縮図になるような人が集まって、そこで議論をして、

政策決定につなげていこうという取り組みが始まっていま

す。その取り組みにスタートの時点から関わっているという

関係もあって、しかも、そこで扱っているテーマが地球温暖

化ですとか、生物多様性っていう皆さんも非常にご関心の高

いテーマかなあ、と思いますので、ご紹介したいと思います。 
 その名前は、World Wide Views というものです。英語では、WWViews と略して言いますが、日本語

では、世界市民会議と呼んでいます。 
 
 これがどんなものかというと、今までやった例では、数十カ国で、1 回目が 40 ヶ国、2 回目が 25 ヶ国

だったんですけれども、その数十カ国で、それぞれの国・地域の縮図になる人 100 人を集めます。国に

よっては、住民基本台帳から無作為抽出をしたり、RDD 方式で電話をかけてサンプリングをしたりとい

うのが難しい場合もあるので、必ずしも、無作為抽出になら

ない場合もあるわけです。けれども、とにかく、年代の構成

ですとか、居住地域の構成だとか、職業の構成が、その国の

構成になるべく近づくような人を 100 人ずつ集めるというの

は、共通のルールです。で、その人たちを、同じ日に集めて、

同じ設問について、同じ情報資料を使って、まったく同じプ

ログラムの進行で議論する会議です。で、結果はですね、会

場からインターネットを用いてリアルタイムで集計し、すぐ

にウェブ上で展開。事後には報告書にして、国連などの国際

機関やマスメディアにも提供します。この種のグローバルな規模でのプログラムでやるというのは、お

そらく初めてで、今までにないものです。  
 
 今までに 2 回既に行っています。1 回目は、2009 年に「気

候変動」をテーマにして行いました。2012 年は、「生物多様

性」をテーマにして 2 回目がやりました。それぞれの国では、

大学だとか、研究者であるとか、科学館、科学系博物館、

NGO,NPO などがローカルの主催者になって行っています。

そのローカルな主催者が連携して、それのとりまとめをして

いるのは、デンマークにあるデンマーク技術委員会という、
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かつては政府機関で、今は NPO になりましたが、そういうところがとりまとめをやっています。私は、

ローカルな主催者のメンバーとして、1 回目、2 回目とも会の運営に関わっています。地図で緑色になっ

ているのが、2012 年の開催国です。アジアで言うと、日本と

中国、インドネシア、フィリピン、ヴェトナム、アフリカの

国でもいくつか行われていますし、ヨーロッパは多いんです

けれども、アメリカ、カナダでも行われています。 
 2012 年 9 月に行われた生物多様性に関する会議は、25 ヶ

国で、3000 人が参加しました。25 ヶ国だから、2500 人じゃ

ないかと思われるかもしれませんが、例えば、アメリカなん

かだと、1 ヶ所だけだと国を代表するような 100 人というの

は集めにくいので、いくつかの州で同時に行われています。

他にも、そのように行われている国があって、25 ヶ国 3000 人となっています。日本では、研究者も協

力したのですが、主に日本科学未来館のスタッフが中心になって会議を進めました。この時は、全国か

らではなくて、関東一円から 100 人を集めました。まあ、若い人からご高齢の方まで、そして、男性と

女性が半々になるようにですね、集めました。住んでいる地域も、生物多様性ですから、経験が重要に

なってくるので、都市部から近郊、農村に住んでいる人たちをバランス良く来てもらえるようにしまし

た。 
 
 会議の結果は、その年は、ちょうどインドで COP11 で報

告をされました。会議の流れを簡単に紹介します。当日、9
月 15 日、25 ヶ国で同時に行われたのですが、まず、会場に

集まって、事前に読んできた情報提供資料の内容要約したビ

デオを見ます。そこで、まず生物多様性の全体の内容を理解

するというものです。そのあとグループに分かれます。討論

型世論調査と似ていますが、15 人という大きなものではなく、

5〜6 人というグループで議論します。議論した上で、投票し

ます。投票と言うのは、もともとですね、10 個くらいの重要

な論点というのが示されていて、その論点について、つまり生物多様性をめぐる重要な論点が示されて

いて、それが問いになっていて、選択式で答えるというわけです。そして、また、別のテーマについて

議論して、投票するという格好になっています。というようなことを 4 回ぐらい繰り返します。 
 
 
当日のプログラム 

 
 １つのテーマで、1 時間強。最初は、イントロダクション

で、生物多様性にどのくらい関心がありますか？とか、どの

くらい貢献していますか？というような質問から始まります。

それで、本格的に議論が始まるのは、2 つめのセッションか
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らですが、まず、陸の生物多様性について、ビデオを見て、議論をして、投票をする。次に、海の生物

多様性について、同様の事をする、ということを４つのテー

マについてやりました。あと、日本ではですね、独自でやっ

たのですが、第 5 セッション「私たちの意見」として、テー

マセッションで話せなかったことを中心に、「生物多様性に

ついて最も大事だと思うこと」について話し合う時間を設け

ました。1 番から 4 番までは、テーマも情報提供資料も、話

し合いの進め方も世界で同じような形で進められて、結果が

集まってくるという形でした。 
 
 これは、会場で議論している様子ですね。こんな感じなんですね。討論型世論調査よりも、テーブル

のサイズが小さいです。ファシリテーターと一般の参加者が見えますね。 で、世界市民会議の特徴と

いうのは、これは、ミニ・パブリックス型の討論の特徴でもあるんですが、まず、話し合いをする前に、

バランスの取れた情報提供をビデオなり、情報冊子で行うと

いうことです。それから参加者の間で、十分な議論がなされ

るということ。まあ、このような問題には、いろいろな考え

方があるわけですね。たとえば、どれくらい自然保護に力を

入れるべきか、とか、どれくらい規制をかけるべきか、とか、

経済活動に重きを置くかについてなど、いろいろね意見があ

るわけですね。そういった自分とは違う立場の人の意見を聞

きながら話し合うということです。特に、この世界市民会議

の特徴ということで言うと、国際的に比較できる形で組まれ

ているプログラムだということです。それから、そこで得られた結果というのが政策決定にリンクをす

る形になっているということ。特にこの生物多様性の会議の場合には、生物多様性の事務局と連動して

会議を行っています。締約国会議、COP ですね、その会議に、ここで行われた議論の結果を、報告書と

いう形でインプットしている。政策決定への、まあ、あまり強いリンクとは言えませんが、そういうも

のがあるという特徴があります。 
 
どのような議論がなされたのか？ 

 
 たとえば、「自然保護区を新たに設置すると、もともとその

土地で行われていた経済活動に支障をきたすことがあります。

このような場合、何を優先すべきだと思いますか？」という

問いに対して、わからないも含めると、5 つの選択肢があり

ます。こんなに単純化して良いのか？と思われるかもしれま

せんが、世界共通にしなくてはいけないので、シンプルにな

らざるを得ないのですね。これについては、また、後で触れ

ます。 
 これは、日本語で書かれていますが、オリジナルは英語です。まず、共通の物を英語で作って、それ
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を、それぞれが訳して使う、というようになっています。 
 すみません、結果が英語しかないのですが、前のページの

選択肢と照らし合わせながら見ていただくといいのですが、

新しい自然保護区の設置を優先すべきだという人が世界全体

で 30％くらい。重要な経済活動が関わってなければを入れる

と、大体 75〜6％くらいの人が、自然保護区を優先すべきだ

と答えたというわけです。 
 
 次のスライドを見ていただくと、世界全体の傾向と日本の

傾向を比較できるわけですね。青いところの濃い部分と薄い

部分の違いは、年代の違いです。上が世界全体で、下が日本です。上に行くほど、自然保護区を優先す

べきだ、ということになるわけですが、比較すると、無条件で自然保護を優先すべきという意見は、日

本は、だいぶ少ないですよね。代わりに、重要な経済活動が

関わってなければ優先すべきだという経済活動と調和する限

りにおいて、という意見は多いですよね。あと、良くわから

ないという意見が日本は、けっこう多いですよね。 
  
 次のスライドは、漁業に対するインセンティブをどうすべ

きかというイシューもホットなものですよね。「漁業資源の乱

獲につながる奨励策や補助金は、廃止すべきだと思います

か？」に対する先進国と途上国の回答を比較したのが、次に

あるグラフです。「はい、できるだけ早く廃止すべきだ。ただ

し制度廃止により収入を失う人々への援助や補償は必要」と

いう意見と、「はい、廃止すべきだ。ただし全ての関係者がそ

れに対応するための準備ができるように段階的にゆっくりと」

という意見の回答の割合が、先進国と途上国で逆になってい

ますね。途上国は、「インセンティブを簡単に廃止されては困

る」というもので、先進国は、援助や補償は必要だが、生物

多様性に影響を与えている漁業へのインセンティブは、廃止

すべき」というものです。もちろん、これが先進国全てをカ

バーしているわけではないですし、途上国全てもカバーして

いるわけではないので、これで、両者の意見の分布を正確に

表現している、というものではないのですが、意見の傾向が

言われてみればやっぱりな、と言う部分があると思うのです。

専門家だけではなく、また、政府の交渉担当者のレベルでは

なくて、市民が集まって議論をしても、同様の意見が出てく

るということがわかるだけでも、大きな意味があると思いま

す。 
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 それから、これは、ほんと日本にもよく関わりますね。名古屋議定書というのがあって、名古屋で開

かれた COP の時に作られましたよね。その中で、遺伝資源の利用者が原産国に対して利益を配分すべき

だということが盛り込まれているわけですが、条約締結前に収集された物は、どうすべきかという問い

があって、世界全体は、80％くらいが配分すべきだと言っているのに対して、日本の市民は、割と消極

的なのですね。また、途上国と先進国の比較で見ると、利益の分配に積極的なのは、途上国の方で、比

較をすると、先進国はちょっと消極的という結果になっているのがわかります。 
 
 この結果をまとめたレポートをですね、その直後に開かれ

た COP11 で、締約国会議の事務局長に、 ワールドワイド

ビューズをとりまとめている代表者から提出した他、COP の

会期中に WWViews の結果や市民参加をテーマにした 2つの

サイドイベントを開催しています。これは、まだまだ社会実

験レベルではあるけれども、インドで開かれた COP11 の時

は、最後に決定文書 Final Decision というのが作られますけ

れど、その中で、参加とかコミュニケーションということに

触れられた場所にですね、「今回の締約国会議としては、締約国や利害関係者達に対して、WWViews の

ようなコミュニケーションの取り組みを行うように勧告をするんだということが盛り込まれました。こ

れは、世界的なレベルでも、このような事が取り組まれてきた、という紹介です。 
 
世界市民会議：これまでの成果と課題 

 
 後半は、世界市民会議という環境問題には非常に深い関係

があるグローバルな規模での市民参加について紹介しました。

これは、まだまだ社会実験レベルの取り組みではあるのです

が、成果としては、1 つは、実現可能な世界規模での市民参

加のモデルを提示することになった。ただ、スライドにも書

きましたように、現実の政策過程に、どういうインパクトが

あるのかというのは、まだまだ未知数です。ただ、まだ始ま

って 5 年くらいの取り組みですので、こういうやり方ってい

うのを、政策過程に対してコンサルテーションの方法として、

色々試しているということも必要なのではないかと思っています。で、その時に、一番大きな課題だと

私が思っているのは、そこに書いた物になります。先ほど、WWViews で、どのような質問が取り上げ

られているかをご紹介したときに、皆さんから、ため息のようなものが漏れた気がしたのですが、ああ、

こういうプリミティブなことをやっているの、という、つまり世界共通でやるときには、これくらい問

いを抽象化しなくてはいけないわけですね。これは、参加している人のレベルが低いからとかいうので

はなく、世界共通で議論ができる、で、世界共通で結果が比較できるというためには、必要なことだか

らです。 
 日本で、この問題をまじめに考えようとするんだったら、個別に問題になっている自然保護の事例を
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取り上げて、そのことについて、取り上げたら、まあ、実りある議論になると思うのですが、そういう

ことができない約束になっているわけです。実は、この WWViews と言う手法を、これに関わっている

研究者がたくさんいまして、私のように運営しながら研究するということを続けていまして、その中の

重要なテーマの 1 つが、グローバルな、世界共通して議論できるアジェンダと、地域で起こっている生

物多様性に関するリアルな問題というのをどう橋渡しができるかということなんですね。で、これをほ

んとに実のある物にしていくためには、重要な課題になってくるんですね。まあ、そういった議論の場

で、たとえば日本であれば、わかりやすいのは、里山だと思うのですが、そういった持続可能な自然と

人間の付き合い方というような経験を、どうこういうグローバルな議論の場に持ち込むことができるか、

ということですね。これらのことは、これまでも、国際交渉の場で、専門家の議論の中では、行われて

きていると思うんですね。ある程度は。課題というのは、必ずしも問題点というわけではなく、まあ、

そこが市民参加のあり方を考えるやりがいのあるチャレンジだと思うわけです。で、これは、かなり大

変なことをやろうとしていることで、ここにトリレンマと書きましたが、トリレンマというのは、2 つの

ことが成り立ちがたいことをジレンマと言いますが、３つなのでトリレンマと呼んでいるんですけれど

も、「ふつうの市民」が、「地球規模の複雑な課題」について「世界共通の議題と方法」で議論するとい

うのがトリレンマで、かなり難しいこと。で、3 回目をやろうという話も出ています。 
 これで、準備した内容を終了します。 
 
参考：関連講義（30 分間）をウェブで配信中 ◆道民カレッジ「ほっかいどう学」大学放送講座 2013 
第 7 回「ミニ・パブリックスって何だ？ 〜私の議論が政治を変える」 
講師：三上直之（北海道大学高等教育推進機構） 
11/16 に HBC テレビで放映→現在下記のサイトから視聴できます 
http://www.hbc.co.jp/tv/d-college/07.html 
 
参考文献：小林傳司 2007：『トランス・サイエンスの時代：科学技術と社会をつなぐ』NTT 出版． 

篠原一編 2012：『討議デモクラシーの挑戦：ミニ・パブリックスが拓く新しい政治』岩波書店． 

Alvin M. Weinberg 1972: “Science and Trans-Science,” Minerva, 10(2), 209-222. 
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■13：20～14：00 
環境カウンセラー活動事例発表 
司会 
 
NPO 法人北海道環境カウンセラー協会 
理事 江本 匡 氏 
 
本日は環境カウンセラー活動事例発表として環境カウ

ンセラーの 2 名の方にお願いしています。宜しくお願い

致します。お一人 20 分の時間で発表頂きたいと存じま

す。最初に、地震列島日本の「災害廃棄物処理計画」と

題しまして、市民部門の中村恵子さんにご発表頂きます。 
 
 
■中村 恵子さんの発表 

今日の私の事例発表は地震列島日本の「災害廃棄物処

理計画」というテーマでお話しすることにいたしました。

なぜこのようなテーマでお話しすることになったのか

は、今私がやっている一般社団法人廃棄物資源循環学会

と関係があります。私はここでは廃棄物計画部会の代表

を務めています。 
環境カウンセラーとしての私の市民運動 
廃棄物資源循環学会との関係は今まで私がやってき

たゴミのリサイクル運動と関係があります。今までやってきた私の活動はこのようです。１９８９年伊

達市のゴミの有料化がきっかけでした。ここでゴミの減量資源化の取り組みをベースにしたまちづくり

運動ができるのではないかと考えました。まず個人で資源ごみ自主回収システムの構築を手がけました。

さらに「市民まちづくり研究会」を結成し、循環型社会を目指して、地域への働きかけを行いました。「伊

達市循環型社会推進市民運動本部」の運動方針案を作成なども行いました。 
循環型社会を目指す地域活動からの成果を学会等へ論文発表をしたり、新聞などで情報発信をしまし

た。学会ではいろいろな知見が得られますので、有効でした。 
たとえばこの図は私が考え実践した資源ごみ自主回収システムをまとめたものです。これを詳しく話

すと１時間でも足りませんので、省略いたします。 
市民の資源リサイクルは総理府の作成した映画に資源リサイクルのモデルケースとして採り上げられ

ました。これは平成元年のゴミシンポジウムの総会の記事とその報告書です。ここでも伊達市の活動の

成果を発表しています。伊達市を考える会ではごみ減量にとって何が問題かを提案しています。過剰包

装の見直し要望も伊達市の大型店５店にお願いしています。トレイの回収箱を店内に設置していただく

ように働きかけました。住民・事業者・行政が問題点を考え、話し合い、学ぶ場を設定することを心が

けました。 
これらの活動により平成７年度環境事業団地球保全活動方策で全国１５団体のひとつに選ばれ評価さ
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れました。 
 ゴミの従量制有料化の意義について調査研究しそのメリット、デメリットについてＨ３年の廃棄物学

会で発表いたしました。同様に倶知安町のゴミ有料化後の実態と住民意識についてはＨ５年の廃棄物学

会で発表いたしました。Ｈ９年には伊達市の住民意識について廃棄物学会で発表しております。 
この表は平成３年の伊達市とＨ４年の倶知安町のゴミ有料化と減量・資源化の意識調査結果で、とも

に７０％以上関心が高まったと回答しています。 
 その後「その他プラの容器包装リサイクル法」について国全体で重要と思われることに対して発信し

ています。伊達市廃棄物原料等審議会委員に呼びかけ調査を行い、審議委員２０名が２週間可燃ごみと

その他プラを分別してもらいました。その結果循環負荷低減性、資源化有効性、住民取り組み可能性、

コストの観点からその他プラは可燃ごみと一緒に焼却することが望ましいとの判断をいたしました。 
このことを環境産業新聞に「資源循環法則から逸脱した分別は淘汰される」というタイトルで投稿い

たしました。ここでは可燃ごみとその他プラを分別して回収することの意義について一石を投じていま

す。その後「その他プラ」をどうするかは容器包装リサイクル法の改正の審議会で問題点の一つとなり、

サーマルリカバリーもリサイクル利用の一つとして見直しがなされています。 
 ゴミの減量に取り組んでもらうためにゴミ袋減量カレンダーを考案いたしました。基準月を定め、そ

れに対し毎月何袋排出するかを記録してもらい比較するというものです。これを市役所の職員、自治会、

幼稚園というように拡大していって、効果をみました。結果はこのグラフのようで、減量インセンティ

ブ効果ありということがあきらかでした。 
このことはＨ１８年、Ｈ２０年、Ｈ２１年の廃棄物学会にて発表いたしました。またＨ１９年には財

団法人日本広報協会に採り上げられ、「広報」の表紙および記事となりました。 
このように私はごみ減量の資源化のまちづくり運動をベースにした活動を学会発表することによって

日本全体に発信することができました。  
 

 廃棄物資源循環学会の災害廃棄物処理計画 
本題の地震列島日本の「災害廃棄物処理計画」のお話ですが、私は現在廃棄物資源循環学会の廃棄物

計画部会の代表というポジションを与えられまして、この 3 年間、東日本大震災の災害廃棄物をどのよ

うに処理するかということについて取り組んできました。３．１１の東日本大震災には大変ショックを

受けました。 
１９７５年から１９９４年までのＭ４以上、深さ１００ｋｍ未満の地震をプロットするとこのように

なり、日本の位置がわかります（理科年表２００３年版より引用）。日本はこの地理上の位置をよく理解

して政策を考えなければならないということです。 
東日本大震災の災害廃棄物処理のマスタープランとＨ２５年９月現在の進捗状況を示したものです。

災害廃棄物２０００万トンの８５％、津波廃棄物の１０００万トンの７０％が処理されております。福

島県は放射性廃棄物の関係で来年３月に処理完了見込みとなっております。 
 そこで私たち廃棄物計画部会での取り組みですが、目的は住民の生活と産業の復旧・復興とし、指標

として、最少時間、最少汚染、最少廃棄、最大資源活用、最少費用、地域の復旧。復興に最大寄与を挙

げました。そして過去の教訓を最大活かし未来に伝えることといたしました。 
平成２３年度の廃棄物計画部会「災害廃棄物処理計画」の研究会・幹事会で話題提供テーマとして私

が採り上げたのは白老町の一般廃棄物と産業廃棄物の燃料化でした。そのほかに「太平洋セメントのゴ
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ミからセメントを造る」のＤＶＤを紹介いたしました。そのほかにコンサルや大学の先生などから災害

廃棄物処理の話題提供がありました。 
同様にＨ２４年にも話題提供の研究会・幹事会、研究討論会が開催され、外部コミュニケーションと

して研究討論会・年会企画セッションテーマ等で災害廃棄物処理計画に関する発表が数多くなされまし

た。 
Ｈ２３ 研究討論会 廃棄物処理法および基本方針の改定と計画 
Ｈ２３ 第２０回研究発表会 災害廃棄物処理計画（１） 事前偏 
Ｈ２４ 研究討論会     災害廃棄物処理計画（２） 事前偏 
Ｈ２４ 第２１回研究発表会 災害廃棄物処理計画（３） 実施運用偏 
Ｈ２５ 研究討論会     災害廃棄物処理計画（４） 復旧復興偏  

３年間の取り組みですので、膨大な量のテーマで災害処理計画が議論されています。その中の発表の

主なものを紹介いたします。 
 
事前偏 神戸市環境局笠原氏は阪神淡路大震災の経験から、阪神淡路大震災レベルの震災を想定して、

災害廃棄物処理計画策定の具体的ガイドラインを提案しています。 
処理方針には 仮置き場における分割仮置き 
       処理・処分は原則市域内 
       土砂、金属、コンクリート柄、木材はリサイクル 
       既存施設で、期間内二処理・処分不可能事、仮説中間処理施設 
       埋め立て容量不足の場合は、新規処分場造成の必要 
計画策定の具体的ガイドラインとしては、 
       発生量推計 
       リサイクル：品目、量の設定→仮置き場・分別・破砕の必要性 公募 
       当該市町村の中間処理・最終処分場の余裕量の把握 
       民間産廃施設の余裕能力 これは全国産業廃棄物連合会調査を利用 
       仮設の中間処理施設整備 
 を盛り込むことを提案しています。  
  
事前偏 仙台市環境局遠藤氏は災害発生時の廃棄物発生量の把握が第一ということを言っていました。 
    処理体制は環境と土木・建築の連携の必要性を強調されていました。また処理体制構築ではキ 
    ーパーソンへ権限を付与することの重要性を述べておりました。また一番問題であったのは、 

住民への説明手順が定まっていないことだった、とも述べておりました。 
 
事前偏 （株）国際航業 井土氏は廃棄物量の推計方法に家屋台帳を罹災台帳の形に直してその件数で

推計する方法を提案しました。 
事前準備必須事項としては、 
    レベルを変えた計画作り 
    処理ルートの事前確保 
    産廃業者の情報を市町村も把握しておく 
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    役所内体制は土建と廃棄物の部署が連携する 
    事前に住民へ分別の周知徹底をする 
ことが必要と言っておられました。  
 
事前偏 亘理町の佐藤氏は年廃棄物量の１２０年分の廃棄物発生量を予測し、既定の災害廃棄物処理計

画では対応できないと判断しました。事業費は即支払えるように基金を解約し充当することにしました。

がれきの撤去については自衛隊・国交省と２週間でマニュアルを作成し、２週間で周知しました。宮城

県と協力し基本方針、業務概要、実施方法を決定し「災害廃棄物処理実行計画を策定しました。 
事前準備必須事項としては、 
    レベルを変えた計画、資金の担保、他機関との連携・応援協定、協議会の設置 
が必要であることを言っておられました。 
このような実際の体験に根ざした提言は今後の災害廃棄物処理計画策定に大いに参考になることでしょ

う。 
 
事前偏 関西広域連合 宮城チーム 尼崎市 津田氏は事前準備必須事項として、 
 処理計画では第一に発生量推計が必要であること。処理場の決定、重機の調達方法、トラック調達方

法、収集運搬方法を考えること。災害廃棄物処理の経験のある人財をリストアップし、全国に派遣する

ことを提案していました。発生量推計に必要なデータとしては、課税台帳、構造別原単位、罹災証明、

発行部数、罹災前後の航空写真、自動車保有台数、自動車重量リスト、車検登録情報、船舶保有隻数・

浸水面積等で、事前に点検しておくことが必要との見解をだされました。 
 
事前偏 宮城県震災廃棄物対策課の宮城さん 
宮城県の災害廃棄物処理実行計画１次案で、県と沿岸部被災市町との役割分担を示しました。さらに第

２次実行計画を作成し、見直しをはかりました。事前準備必須事項としては、 
 市町村に対する廃棄物処理法上の技術的援助 
 県における人員をリストアップし、迅速に市町村を支援できるようにする。 
 関係団体との連携体制 
 広域処理 
県の災害廃棄物処理計画を、市町村をサポートするものにしなければならないことを痛感したとの発表

がありました。 
 
廃棄物計画部会としては災害廃棄物処理計画の事前準備必須事項野中の発生量推計に対して次のように

見解をまとめました。 
 ①市町村内の各行政区画毎の地表構造物立地の把握 
 ②ＰＲＴＲ法による有害化学物質使用工場等、化学物質種類等把握 
 ③ガソリンスタンド等の立地場所の把握 
 ④災害廃棄物となる可能性のあるものの把握 
 ⑤工場等の構内備蓄品の種類、量等の把握 
 ⑥海岸沿線や、河川、湖沼等周辺と地盤高との関係の把握 
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これらのことをまとめて、学会で「災害廃棄物分別・処理実務マニュアル」として出版いたしました。 
 
同様の学会発表は災害廃棄物処理計画・実施運用偏でもなされました。 
実施運用偏 宮城県 震災廃棄物対策課 藤原氏 
実施運用偏 名取市生活経済部 木村氏 
実施運用偏 東北大学大学院 劉氏 
実施運用偏 仙台市環境局 遠藤氏 
などの発表がありました。（発表内容については時間の関係で割愛された。） 
  
また復旧・復興偏では、再生資材の利活用等について発表がありました。 
復旧復興偏 亘理町 佐藤氏 
再生資材を海岸緑地整備事業に利活用刷る辞令が発表されました。 
 
復旧復興偏 岩手県 廃棄物特別対策室 松本氏 
環境省の東日本大震災津波堆積物処理指針を受け、岩手県復興資材活用マニュアルを策定し、復興資材

の有効利用を図りました。ここで復興資材として利用可能かどうかを判定し、構造・耐力上の安全性を

満足する品質を満たすことを要件といたしました。 
復興資材の活用での運用上の課題としては、 
○ストックヤードの確保および運搬能力 
○復興事業の開始時期と供給時期のズレの発生 
○地産地消化の要望 
が挙げられていました。 
 
復旧復興偏 国土交通省 二瓶氏 
震災瓦礫の活用はコストの面で有効である。 
ただ震災がれきの活用上の課題として、 
①震災がれき泥には多数の有機物・異物が混入している 
②易分解性有機物の分解に伴いガスが発生 
のあることが指摘されました。 
 
復旧復興偏 東北大学大学院 久田教授 

復旧復興には時間的場所的にはニーズとシーズのマッチングが重要であることを言われました。震災

廃棄物処理計画には基本方針として、廃棄するのか、埋め立てするのか、有効活用するのかを明確にす

ること。地域条件としては、再生機能のある産業（セメント工場など）の有無、最終処分場の受け入れ

可能性、埋め立てした場合の土地利用構想、処分に許される時間と費用を勘案することを述べられまし

た。 
 
以上３年間の廃棄物資源循環学会廃棄物計画部会の内容をまとめました。今後大地震が予想される南海

東海大震災、東京直下型地震の震災廃棄物処理計画に向けて、来年３月までに環境省が指針を策定する
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予定であり、仙台市の災害廃棄物処理実施要領などを参考にされるものと思われます。３年間の研究発

表の成果は近く廃棄物資源循環学会誌に特集号として災害廃棄物処理計画を発表の予定です。 
以上 

 
司会 次に「亜臨界アミノ酸液肥化技術の実用化」と題して事業者部門の橋本昭夫さんから発表して頂

きます。 
 
■橋本昭夫さんの発表 
 お手元の資料によってお話させていただきます。 
 本日は私がＮＰＯ法人北海道資源循環研究所でやっ

ております亜臨界アミノ酸液肥の実用化のお話をいた

します。 
 当研究所では亜臨界水を用いバイオマスからアミノ

酸を分解・抽出して液肥を作りそれを販売するまでをや

っております。 
 亜臨界水処理技術というのは、飽和水蒸気を送り２０

０～３００℃、１５～３０気圧の高温高圧下で亜臨界水の加水分解作用によって、バイオマスを短時間

に分解抽出する技術です。この技術を用いることにより下水道汚泥や生ゴミ、農業・林業・漁業系廃棄

物を有用物に転換（飼料化、肥料化等）することが可能になります。 
私は今日の話をするに当たって４つの言葉をキーワードとしてあげています。 

      アミノ酸液肥 
      儲かる 
      眉唾（まゆつば） 
      ＴＰＰ 
 専門家である皆さんはすでにご存知のように、身近な家庭の生ゴミは処理困難・資源化が困難という

ものでした。 
 実は私は札幌市役所に勤務しておりまして、初代のリサイクル課長として、ＲＤＦ，木材ゴミのチッ

プ化、リサイクル団地の建設などを行ってきました。でも家庭の生ゴミの資源化だけは手を出さないと

思っていました。 
 しかし今回亜臨界水技術を用いることにより、今まで避けていた生ゴミや下水道汚泥の資源化を行う

ことになりました。生ゴミや下水道汚泥を亜臨界処理してアミノ酸液肥に変えるということがそれです。 
 実は私は大学では農学部だったのですが、学生当時アミノ酸液肥という言葉は知りませんでした。皆

さん方でアミノ酸液肥を使われた方はどれ位いらっしゃいますか？（誰もいない。）アミノ酸液肥という

言葉を知っている方はどれくらいいますか？３名ですか。まさに知名度がないということが課題です。 
 このアミノ酸液肥の効果を知っていて使っている農家の方は沢山います。非常に高価なものですので、

農家では効果のあることはわかっていても、使いたくとも使えないというのが現実です。日本では年間

1,000 トンから 2,000 トン販売しています。北海道資源循環研究所で４月から実験的に製造したアミノ酸

液肥を販売いたしました。 
 お手元のチラシを見ていただきたいのですが、これは実際に農家に渡しているものです。アミノ酸液
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肥の市販品は２リットル 4,000 円ですが、私どもは 2,900 円で販売しています。１８リットル 23,000 円

です。２トンばかり作ったものは完売いたしました。ＮＰＯ法人ですが、経営者の一人なので、キーワ

ードの「儲かる」はこの意味で使わせていただきました。日本の最大のアミノ酸液肥のメーカーである、

昔の社名で大塚化学、今変わって大塚アグリテクノが私どもの協議会に参加いたしました。 
 この大塚アグリテクノは来年北海道でホタテのウロを原料にアミノ酸液肥の工場を立てる予定です。 
 自治体では堆肥化を計画しているところがありまして、この競争入札に参加して、アミノ酸液肥の提

案をさせてもらっております。 
 アミノ酸液肥の効果ですが、資料Ｐ８をご覧ください。実際にアミノ酸液肥の効果をデータで示さな

ければいけないということで、（独）北海道農業研究センターで化学肥料と化学肥料にいろいろな原料か

ら造ったアミノ酸液肥（一部粉体）を加えて、青梗菜の収穫量を比較いたしました。このように化学肥

料の１．３１から１．６３倍の収穫量が得られました。また（財）日本食品分析センターのアミノ酸含

有量調査結果では市販アミノ酸液肥が０．４６％含有に比較して水産残渣（粉体）１５．５％、おから

１５．４６％、水産残渣８．６％、下水汚泥２．７％、家庭生ゴミ１.４６％といずれも市販品を上回る

値を示していました。 
 注目すべきはあまり栄養価がないと思われた家庭生ゴミでも市販アミノ酸液肥の３倍のアミノ酸含有

量を持っているということです。市販のアミノ酸液肥が２リットル 4,000 円であるとすれば、生ごみ減

量のアミノ酸は 12,000 円の価値があるということですから、生ゴミを燃やすということは非常にモッタ

イナイことです。また下水道汚泥にいたっては２.７％の含有量をもっており、市販アミノ酸液肥の５倍

以上含有しています。収穫量は化学肥料の４割増しです。下水道汚泥はいろいろな問題を抱えています

が、亜臨界処理はひとつの解決策を与えるものだと考えています。 
 また資料に戻りまして、私どもは亜臨界肥料化共同研究開発企業協議会というものを作っております。

メンバーはここに書いたとおりでして、いろいろな方のご協力を得て研究を行っております。環境カウ

ンセラーの方々にも大変お世話になっております。 
 従来の対比と亜臨界肥料との違いを書いております。堆肥は時間がかかる、遅効性である、悪臭が問

題となっている、カドミウムが除去できない、製造コストがトン当たり 13,000 円と高いなどの問題点が

あるのに比較して亜臨界肥料は製造時間が短い（２～３時間）、即効性がある、悪臭が出ない、カドミウ

ムが除去できる、トン当たり 8,000 円でできる、などのメリットがあります。 
 下水道汚泥については凝集剤のポリアクリルアミドが堆肥中で分解してモノマーのアクリルアミドに

なり、これが作物に有毒であるという懸念があります。家庭生ゴミのプラスチックの混入も高温高圧で

加水分解いたしますので、家庭生ゴミ堆肥の異物問題のようなことはありません。 
 製造コストも堆肥より安く、元肥で使われる粉体よりも追肥で使われる液肥のほうがコスト的に１/2
になり、安いということがあります。 
 
 次のキーワードの「まゆつば」ですが、ご存知のように北海道ではホタテの養殖やイカ加工が盛んで、

水産廃棄物の大半がホタテ貝殻とウロとイカゴロです。特にホタテウロとイカゴロはカドミウムが含ま

れているために、肥料化をいろいろ挑戦しても皆失敗しています。これを亜臨界処理いたしますと、カ

ドミウムは残渣のほうに寄り、液肥には０．５３ｐｐｍの含有になり、肥料基準５ｐｐｍ以下をクリア

しております。ただ漁業組合からは「またホタテのウロか」となかなか信用してもらえないのが実情で

す。「まゆつばもの」という目で見られているということです。そこでわれわれの研究所でホタテウロの
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液肥工場を建設しようかと考えたのですが、先ほど申したように大塚バイオテクノが工場を作るという

ことになりましたので、これが成功いたしますと、ひとつのモデル事業になると考えています。 
 
 亜臨界肥料時魚の今後の展開ですが、道内のいろいろな自治体・企業に事業提案を行っております。 
（１）カドミウム含有水産廃棄物等堆肥化企業（１０）→アミノ酸液肥へ働きかけ 
（２）下水道汚泥堆肥化自治体（８８）→アミノ酸液肥へ働きかけ 
（３）家庭生ゴミ対比か自治体（３９）→アミノ酸液肥へ働きかけ 
（４）廃棄物埋め立て自治体等（５６）→アミノ酸液肥へ働きかけ？ 
 また亜臨界肥料の地域循環で自治体事業の支援を行っていきます。 
（１）北海道亜臨界肥料流通機構を立ち上げ、家庭生ゴミ、下水道汚泥を亜臨界肥料として地域内消費

を促すため、地域内に亜臨界肥料取り扱い企業を事前確保し、流通を促進しようとしております。 
（２）また今後自治体亜臨界肥料化工場運営を委託いたします。 
これとは別に亜臨界肥料の品質保証制度の創設を行います。 
 現在５社が参加している協議会を全国に拡大し、亜臨界資源化事業の開発・支援を行いたいと考えて

います。 
 

私はもともと環境カウンセラーとして、自治体・企業の相談から入ったのですが、環境カウンセラー

の枠では対応できなく、自分で研究・開発の研究会を始めました。おそらく環境カウンセラーにとどま

っていたら、事業化まではできなかったのではないかと思います。本州からの支援者もできてきまして、

事業化をなぜやらないかと尻を叩かれました。行政のときもこれをやれば新しい産業が起こせるのでは

ないか、という思いをしたことが沢山ありました。環境カウンセラーや技術士などコンサルの立場でも

多々あるのではないかと思います。それを言ったら、あんたがやったらいいのではないかといわれ、こ

んなことになりました。行政の研究補助や協議会で資金を出してもらうなどして、ようやくここまで参

りました。環境カウンセラーが事業化にどこまで関わるかは今後の課題であります。そのような場面に

出くわしましたら、ぜひ環境カウンセラーも力を貸してあげたらよいと思います。 
 アミノ酸液肥の効果については資料の「なぜアミノ酸が化学肥料より効果があるのか？」に書いたと

おりでして、液肥のアミノ酸が直接根や葉から吸収されることが近年学会でようやく認められました。

農家はこんなことは知らずに使っていましたが、効果は現場では十分わかっていたのだと思います。 
 簡単でありますが、私の事例発表を終わらせていただきます。 

以上 
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■14：00～16：15 

グループディスッカション 

 

メインテーマ「環境カウンセラー活動をよりよく進めるために」 

 ファシリテーター 松田 剛史さん（NPO ファシリテーションきたのわ） 

 

 

 午前中の講演と午後の２つの事例発表を聞いて、どんなことを

思ったのか、考えたのかということを共有し、さらに普段の活動

について情報交換しながら、メインテーマである「環境カウンセ

ラー活動をよりよく進めるために」を考えた。 

 最後に、各自が選んだ「キーワード」を発表して終了。それぞ

れが発表したキーワードは次のとおり。 

 

・ 結局、健康につながる環境情報を持ち寄れば、皆が興味を持っ

て、広がっていく。 

・ カウンセラーは調整役（コーディネーター）、橋渡し/おたすけ 

・ パブリックコメントを、さらに発展させたい。（問題点を探求

しつつ） 

・ アミノ酸、液肥 

・ 市民、道民のために 

・ カウンセラー同士の横の連絡を密に 

・ ＰＤＣＡサイクル 

・ 環境カウンセラーは、環境を守り、人間・動物の健康推進、長生き！ 

・ コミュニケーション 

・ 事業系の環境カウンセラーとしての活動の場が少ない 

・ 環境をよくするために、リサイクルに力を入れましょう。 

・ やっぱりＥＳＤでしょう。              〔グループ討議中の各グループ〕 

・ 環境を意識した行動をする 

・ カウンセラーは、“思い”を伝える橋渡

し役 

・ 亜臨界液肥の学習 

・ 現場の意見は専門家に勝る 

・ 討論型、地球環境政策に係る専門知と市

民参加。専門知の資質は？ 

・ つなぐ役割 

・ 環境カウンセラーの役割に限定しない

で、広く考え、行動する。 
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・ 環境カウンセラー研修に、一般参加の方を入れて話

し合うと面白いかも？ 

・ 環境カウンセラーは、情報の伝達者であり、良い情

報については、宣伝マンであっても良い。 

・ 情報発信とともに、情報受容が大切 

・ 双方での討議 

・ 経済と倫理との調和 

・ ＰＣ，ＰＩで心がけていること！ 

・ 全て、交流。 

 

  〔キーワードを発表する各グループ〕 
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■閉会式 

修了証交付 

司会 

環境省北海道地方環境事務所 

環境対策課 企画係長 寺井 仁史 様 

 

修了証交付 

環境省北海道地方環境事務所 

統括環境企画官 笹木 秀敏 様 

 

全過程修了者 23 名に交付された。 
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（5）第 2回検討会の開催 

1  日 時 平成 26 年 1月 23 日（木）10：00～12：00 

２ 場 所 札幌エルプラザ 環境研修室１ 

３ 出席者 

  （検討委員） 

松本 真司様 公益財団法人北海道環境財団 企画事業課 課長 

星野 武治様 一般社団法人北海道消費者協会 組織活性化グループ 主査 

  高橋 勇一様 一般社団法人北海道商工会議所連合会 政策・企画部              

(主催者) 

向田 健太郎様 北海道地方環境事務所環境対策課 課長補佐 

  寺井 仁史様  北海道地方環境事務所環境対策課 企画係長 

 （事務局） 

  尾嵜 耕筰 NPO 法人北海道環境カウンセラー協会 会長  

岡崎 朱実 NPO 法人北海道環境カウンセラー協会 理事  

４ 内容 

   尾嵜会長の司会により、内容の討議を行った。 

（１）開会の言葉  

向田課長補佐より、本年の研修が無事終了したことについて感謝の言葉があった。９月の第１回 

検討会で方向付けがなされ、プログラムが決定されたが、後で報告するアンケートの結果を見る

と出席者は本年度の研修にほぼ満足していたことが分かる。本日はＨ２５年度の成果を総括いた

だき、来年度の環境カウンセラー研修のテーマについてご意見を頂きたいと考えている、との挨

拶があった。 

（２）Ｈ２５年度の環境カウンセラー研修のアンケート結果について(寺井係長) 

アンケート結果を別紙のようにまとめた。（アンケート結果参照下さい） 

 ①環境カウンセラーは２３名が出席した。そのうち 21 名が回答（回答率９１．３％）。事業者

部門が出席者全体の６割を占める。全員道内。 

  ② 参加目的 

「スキルアップ」と「最新情報の収集」が全体の８割に達している。前年が７割であったのに対し

て、比率が高まっている。 

  ③ 研修プログラムについて 

   ⅰ）環境行政について 

６割がよく理解できたという回答。講演時間は９割が「適切」と回答している。本年度はＰＭ

２．５という専門的な内容であったが、７割の方が今後の活動の参考になると回答している。 

ⅱ）基調講演 

昨年に引き続き、討論型世論調査について三上先生の講演であったが、７割の方が「得るもの

が多い」と回答されている。昨年同じ設問に対して８割が得るものが多いとの回答をしていたの

に対して、若干低下しているが、講演時間が「短い」という意見が３割あるところから、興味の

あるテーマであったと思われる。７割以上が「参考になった」いう回答であった。 
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ⅲ）事例発表 

２人のカウンセラーの事例発表があり、カウンセラーの活動を広く知る良い機会となっている。

「得るものが多い」という回答が６割の方から得られており、ほぼ全員が「今後の活動に参考 に

なる」と回答されている。個別回答では「発表時間が短い」という意見があり、今後工夫が必要

と思われる。 

ⅳ）グループディスカッション 

昨年より時間を長めにとり、昨年同様ワールドカフェ方式でファシリテーターに専門家を迎え、

自由に話し合いが行われた。進行については６割の方が満足していた。リピーターが９割あり、

来年度もグループディスカッションの実施が望まれていた。 

④開催時期、開催日 

実施時期はいろいろ意見がありまとまらないが、平日以外の１２月実施に３割の方が賛成してい

る。 

⑤今後の研修形式 

「本年度と同様でよい」という意見が１００％であり、特に変更する必要はないものと考えられ

る。 

⑥次年度のテーマ 

ゴミ問題、エネルギー政策と今後の将来展望を挙げた意見があった。三上先生の講演を希望す

る意見も少数ながらあった。 

（３） 高橋検討委員の感想 

   午前中の研修に参加した。 

   三上先生の講演を、今後のカウンセラーの活動にどのように結びつけるかが次の問題であろう。 

（４） 星野検討委員の感想 

   研修に全部参加した。アンケートにある意見とほぼ同様である。今回の研修は総合点で８０～９

０点と言ったところか。参加者の満足度は高いと思われる。 

①ＰＭ２．５については、タイミングが良かった。 

②三上先生の講演は昨年と視点を変えて述べられており、参考になった。 

③事例発表は一人２０分というのが短すぎたのではないか。時間の割に述べようとしたテーマが

多すぎたということも言える。 

④グループディスカッションは活発であった。 

   

（５）来年度のテーマ、プログラムについて（検討委員の自由討論） 

①来年度はＥＳＤ（持続可能な開発のための教育）をテーマにしたい。「ゴミ問題」や「エネルギ

ー政策の将来展望」といった具体的なテーマに添ってＥＳＤを体系的に話すことのできる方を講

師に迎えたい。 

②講師の候補としては北海道教育大学釧路校のＥＳＤ推進センター長神田房行氏など。次年度検        

討会までに候補者をご検討いただく。 

③事例発表はもっと気楽に活動内容を発表できる形式が良い。事例発表と言うとしり込みする傾

向があり、発表者を選定することが難しい 

④（事業部門のカウンセラーの活動の場が無いという意見に対し） 
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カウンセラーに求められる専門的知識に対して、カウンセラーの技能、知識がその水準に達して

いないのではないか。従来カウンセラーが珍重された環境保全推進委員や、環境基本計画策定委

員のような行政が必要とする委員のニーズが無くなっていることも一因。坐して待っていても仕

事は来ないので、ＰＲ活動が必要である、等の意見があった。 

⑤（環境カウンセラーや環境保全活動団体が減少している問題に対して） 

カウンセラーや活動家の高齢化、環境問題が素人の手に負えないほど専門的になっている、他に

活動すべき問題が出ている、等が指摘された。 

６ 閉会 

向田課長補佐より来年度の環境カウンセラー研修について貴重な意見を頂いた。これを参考に次

年度の研修を考えていきたい。来年度は「国連ＥＳＤ１０年」の最終年であり、ユネスコとの共催

で「ＥＳDに関するユネスコ世界会議」が日本で開催される予定であり、ＥＳＤをテーマに環境カウ

ンセラー研修を行う事は意味があろう。参加者を増やす手段を考え、次回はもっと多数のカウンセ

ラーに研修に参加してほしい。本日はどうもありがとうございました、という閉会の言葉があった。   

以上 

（６）本業務の総括 

以上、業務仕様書に基づき、平成 25年度環境カウンセラー研修企画検討等業務を実施したところであ

るが、当協会において本研修実施に係る総括を次の通り取りまとめた。本研修の次年度以降の実施に当

たり、参考になれば幸いである。 

 

1）本年は、昨年度の参加者アンケートも参考に、基調講演を昨年に引き続き 北海道大学高等教育推進

機構准教授 三上直之氏に依頼し、討論型世論調査について実施したが、7割の方が今後の活動に際し、

「得るものが多い」と感じる等好評であった。 

２）事例発表は、2名の環境カウンセラーに依頼したが、個々の活動を発表する場であり、各カウンセラ

ーの活動を広く知る良い機会となっている。アンケート結果からも「得るものが多い」との回答が多く、

ほぼ全員の方が今後の活動の参考になると回答されている。 

３）グループディスカッションについては、各カウンセラーが直接意見交換を行う場であり、研修に参

加される動機の一つになっている。本年度は、近年で一番長時間を確保し実施した結果、未だ時間が足

りないという意見がある等、カウンセラーからの満足度は昨年以上に高かった。 

４）検討委員の方から、討論型世論調査について昨年とは視点を変えて話されており参考になったとい

う意見がある一方、今後カウンセラー活動にどのように結びついていくのかが課題という意見もあった。 

５）来年度のテーマについて、 

来年度はＥＳＤ（持続可能な開発のための教育）をテーマにしたい。「ゴミ問題」や「エネルギー政策

の将来展望」といった具体的なテーマに添ってＥＳＤを体系的に話すことのできる方を講師に迎えたい。 

という意見を基に、もう一つの課題である参加者を増やす方策を検討することになった。 

６）検討委員の各位には、検討会・研修会へ参加頂き今後に繋がる貴重なご意見を賜り厚く感謝申し上

げます。 

以上 

 

 



43 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

添 付 資 料 

 
 

資料１ 配布資料 
 

資料２ 講演資料 
 

資料３ 事例発表資料 
 

資料４ アンケート 
 

資料５ アンケート結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



44 
 

 

 

 

平成２５年度環境カウンセラー研修 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境省北海道地方環境事務所 

 

写真：平成 24 年度環境カウンセラー研修の様子 

資料１ 
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平成２５年度環境カウンセラー研修スケジュール（北海道地区） 
 

日 時：１２月 ７日（土） 10：0０～１6：4０ 
場 所：北海道建設会館 ９階 大会議室 

９：40 ～10：00 受付 

10：00～10：05 

（5 分） 

 

 

10：05～10：35 

（３０分） 

 

 

10：35～12：10 

（９０分） 

*途中休憩5分 

開会  

主催者あいさつ 

 北海道地方環境事務所 統括環境企画官 笹木秀敏 

午前の部 

【全体講演】（一般公開） 

「環境行政の最新の動向について」 

北海道地方環境事務所 環境対策課 課長補佐 向田健太郎 

 

【基調講演】 

「地球環境政策に関する専門知と市民参加」 

北海道大学 高等教育推進機構 准教授三上直之 

12：10～13：20

（70 分） 
昼   食 

 

13:20～14:00 

（40 分） 

 

 

 

14:00～16:15 

(135 分) 

 

*途中休憩5分 

 

午後の部  

【事例発表】①中村恵子さん 地震列島日本 「災害廃棄物処理計画」 

        ②橋本昭夫さん 亜臨界水を用いたゴミの肥料化研究 

 

【グループディスカッション】 

ファシリテーターNPO ファシリテーションきたのわ 松田 剛史 

 

メインテーマ：「環境カウンセラー活動をよりよく進めるために」 

＊グループに分かれて自由にディスカッションを行います。 

 

休憩後、グループディスカッションの感想等出席者各自が発表。 

16：15～16：30 

（15 分） 

アンケートの記載 

16：30～16:40 閉会式 

修了証書交付 

解 散 

 

※環境カウンセラーの方は、午前・午後の部の一つでも受講されない場合は、修了要件は満たしません 

のでご注意ください。 
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受 講 者 名 簿 

※受講登録順 

No 登 録 番 号 部  門 氏  名 フ リ ガ ナ 住  所 備  

考 

1 1996101003 事業者 小嶋 章夫 コジマ アキオ 札幌市  

2 1996101011 事業者 吉迫 勝意 ヨシザコ カツイ 札幌市  

3 1996113047 事業者 熊本 進誠 クマモト シンセイ 千歳市  

4 1996201011 市民 三木  昇 ミキ ノボル 江別市  

5 1997101005 事業者 山田 剛義 ヤマダ タカヨシ 札幌市  

6 1998113003/2005201002 両部門 中田 光治 ナカタ コウジ 札幌市  

7 1999101002/2005201003 両部門 西畑 常夫 ニシハタ ツネオ 室蘭市  

8 1999201001 市民 岡崎 朱実 オカザキ アケミ 江別市       

9 2000101002/2000201002 両部門 小林 正直 コバヤシマサナオ 札幌市  

10 2000113043 事業者 松本 智文 マツモ トトモフミ 札幌市  

11 200020103 市民 中村 恵子 ナカムラ ケイコ 伊達市  

12 2001101001 事業者 江本 匤 エモト タダス 札幌市       

13 2001101003 事業者 尾嵜 耕策 オザキ コウサク 札幌市  

14 2001101007 事業者 東 靖友 ヒガシ ヤストモ 千歳市  

15 2001201005 市民 横山 武彦 ヨコヤマ タケヒコ 江別市  

16 2003101005 事業者 高橋 修治 タカハシ シュウジ 札幌市  

17 2003101006 事業者 橋本 光司 ハシモト コウジ 札幌市  

18 2004101003 事業者 降旗 博 フリハタ ヒロシ 千歳市  

19 2004201004 市民 福士 正明 フクシ マサアキ 岩見沢市  

20 2005201004 市民 牧 賢吾 マキ ケンゴ 伊達市  

21 2006101001 事業者 橋本 昭夫 ハシモト アキオ 札幌市  

22 2006101002 事業者 藤田 佳久 フジタ ヨシヒサ 札幌市  

23 2006101003 事業者 山澤 光弘 ヤマザワ ミツヒロ 札幌市  

24 2008201002 市民 山口 和男 ヤマグチ カズオ 札幌市  

25 2010101001 事業者 坂元 直人 サカモト ナオト 札幌市  

26 2011101001 事業者 武田 義 タケダ タダシ 札幌市  

 

 ＊研修後の連絡等を取られる方は、環境省ＨＰ（https://edu.env.go.jp/counsel/map_search.html） 

から、北海道を選んでもらいますと、各自のお名前が出ていますので、こちらからメール等でのやり 

とりが可能となります 
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プロフィール 

【基調講演】 

講師：北海道大学 高等教育推進機構 三上直之准教授 

1973 年 千葉県野田市生まれ、1996 年 東京大学文学部社会学専修課程卒業、出版社勤務

を経て、東京大学大学院で環境社会学を学ぶ。博士（環境学）。2005 年から北海道大学科学技

術コミュニ ケーター養成ユニット特任助教授（2007 年特任准教授）、2008 年から現職。専門分野

は社会学、科学技術コミュニケーション。科学技術の参加型評価手法、科学技術コミュニケーショ

ン教育、大学と地域社会とのコミュニケーションの促進、環境政策への市民参加等を研究。政府

が主催するエネルギー・環境の選択肢に関する討論型世論調査の実施プロセスを検証する、第

三者検証委員会の作業メンバー（専門調査員）として、調査や報告書作成などにあたった他、民

間版・討論型世論調査の運営に実行委員として参画。 

 

【グループディスカッション】  

ファシリテーター：NPO ファシリテーション 
きたのわ 運営委員 松田剛史 氏 

・1971 年神戸市生まれ。道内で中学教諭、北海道教育大学附属旭川中学校教諭の後、2010

年、北海道大学大学院文学研究科人間システム科学専攻地域システム科学専修（後期博士

課程）に入学（地域における持続可能な開発）するとともに、ソーシャルベンチャー「あ

んじょう家本舗」設立。2002 年以降、開発教育系のファシリテーションの研修を積み、開

発教育関連の講座や集会、大学の総合演習などで多数のファシリテーションを担当。 
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「環境行政の動向について」PPT 資料 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
 
 

  

資料 2 
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黄砂について
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「地球環境政策に関する専門知と市民参加」PPT 資料 
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「質疑応答」で何が問われたか 

表 政府 DP の全体会における質問の分類 
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日本会場での議論の様子 日本会場での議論の様子 
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負担と利益の分配

• 名古屋議定書の発効前に収集され、保管さ
れていた動物・植物・微生物などの遺伝子源
の利用者も、資源の原産国に利益を配分す
べきだと思いますか？
– はい

– いいえ

– わからない

2013年12月7日 環境カウンセラー研修 40  
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「地震列島日本の〔災害廃棄物処理計画〕」PPT 資料 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
 
 
 

  

資料３ 
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「亜臨界アミノ酸液肥化技術の実用化」PPT 資料 
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平成 25 年度環境カウンセラー研修（北海道地区） 

アンケート 

 

登録部門 
（いずれかに○を付けて下さい） 

市民      事業者     両部門 

登録年度 

（登録番号の左４ケタをご記入ください（登録年度） 

                    年度 

 

本年度の環境カウンセラー研修を受講いただき、誠にありがとうございました。 

次年度の研修に向けての参考とするため、アンケートにご協力おねがいします。 
 

１．今回の研修を受講した目的は何ですか。最も当てはまるものを１つだけ選び、○印を

付けてください。 

ア．環境カウンセラーとしてのスキルアップのため 

イ．環境問題に関する最新情報を入手するため 

ウ．環境カウンセラー相互の情報交換を行うため 

エ．登録更新の要件（研修の修了）を満たすため 

オ．その他（                         ） 
 

２．今回の研修プログラムはいかがでしたか。 

次のⅰ）からⅳ）の設問について、それぞれ回答を１つだけ選び、○印を付けてくだ

さい。 
 

ⅰ）午前の部 全体講演 「環境行政の動向について」 

① 内容について（ よく理解できた ・ 普通 ・ あまり理解できなかった ） 

② 講演時間について（ 長かった ・ 普通 ・ 短かった ） 

③ 講演内容は、カウンセラー業務の参考になりそうですか 

（ 十分参考になった ・ 普通 ・ あまり参考にならなかった ） 
 

ⅱ）午前の部 基調講演 「政策づくりに「民意を反映する」には？」 

① 活動に得るものがありましたか 

（ 得るものがあった ・ 普通 ・ 得るものはあまりなかった ） 

② 時間について  

（ 長かった ・ 普通 ・ 短かった ） 

③ 講演内容はカウンセラー業務の参考になりましたか  

（ 十分参考になった ・ 普通 ・ あまり参考にならなかった ） 

 

※午前の部の感想があればお願いします。 

 

 

裏面もございます 

資料４ 
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ⅲ）午後の部 事例発表「カウンセラー活動事例発表」 

① 事例発表について  

（ 得る点が多かった ・ 普通 ・ 得る点はあまりなかった ） 

 

② ご自身が活動する際に参考となるものはありましたか 

（参考になった ・あまり参考にならなかった ・その他 ） 

＊その他欄（次年度発表しても良い方は、お名前をお書きください。） 

（                            ） 

 ⅳ）午後の部 グループディスカッション 

① 時間について （ 長かった  ・ 普通 ・ 短かった ） 

② 進行について （ 良かった  ・ 普通 ・ 良くなかった ） 

  ③ディスカッションについて（来年もしたい ・ 別のことをしたい ） 

※午後の部の感想があればお願いします。 
 
 
 
 
 
 

３．開催時期、開催日について、ご希望があればご記入ください。 
 例：開催時期は 12 月、開催日は平日が良いなど・・ 

 

 
 
 
 

４．研修の形式について 

  ア．本年度と同じような形式でよい   イ．実施形式を変えてほしい 

具体的には（               ） 
 

５．次年度の研修において、講義で希望するテーマや講師、実施してほしい 

テーマ等がございましたら、その理由も合わせてご記入ください。 

 

 

 
 

６．その他、研修全体についてご意見等ありましたらご記入ください。 

 

 

 

ご協力ありがとうございました。アンケートは、お帰りの際に回収箱まで 

ご提出をお願いします。 
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平成２６年１月２３日  

札幌市環境プラザ ２階  

 

平成 25 年度北海道地区環境カウンセラー研修アンケート結果 

 

平成 25 年度の研修の参加者について、３１名であった（一般参加者含む）。この内、環境カウンセラ

ーとして受講された方は２３名であった。この２３名の受講者のうち、アンケートを記入された方は

２１名であった（回収率は９１．３％（前年度は８１％））。なお、参加者は全て北海道在住の方であ

る。 

 

 

本年度の参加者の部門別に見てみると、右の図のとおり、 

事業者部門が全体の６割である。昨年度については、アン 

ケートへの記入忘れの方が多かったため、事業者部門の参 

加者が低下したものと思われる（前年度は４割程度）。 

 

 

 

 

 

１．参加目的について 

   参加者の目的については、右図のとおり、「スキルアップ」 

と「最新情報の収集」が、全体の８割に達している（前年度 

は７割）。 

 

 

 

 

２．研修プログラムについて 

 ⅰ）全体講演の理解度については、良く出来たという方が、全体の６割に達しており、講演時間も９

割の方が「適切」と回答されている。本年度については、PM2.5 という専門的な内容の説明であったが、

７割の方が、今後の活動に参考になると回答されており、全体講演に対するカウンセラーからの期待度

は高い（下図参照）。 

 

 

 

 

 

ⅱ）基調講演は、昨年度に引き続き、討論型世論調査について実施したが、７割の方が、今後 

 

 

   

資料５ 
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ⅱ）基調講演は、昨年度に引き続き、討論型世論調査について実施したが、7割の方が、今後の 

活動に際し「得るものが多い」と回答されている（昨年度８割）。講演時間についても、「短い」 

という意見も３割程度あることから、興味のある内容であったと思われる。講演内容の選定につ 

いては、毎年度選定に苦慮していたが、この２年間は、７割以上の方が、「参考になった」と回 

答されている。（昨年度８割）。 

次年度以降の方向性については、再度検討が必要と思われる（下図参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ）事例発表は、個々の活動を発表する場であり、各カウンセラーの活動を広く知る良い機会となっ

ている。今回の結果からも、「得るものは多い」と６割の方々から回答されており、ほぼ全員の方々よ

り、「今後の活動の参考になる」と回答されている。しかし、個別意見の中には、「発表時間が短い」と

いう意見も出されていることから、今後も継続するにあたり、工夫が必要と思われる（下図参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⅳ）各カウンセラーが直接意見交換を行う、グループディスカッションについては、研修に参加され

る１つ動機になってきている。本年度については、近年で一番の長時間を確保し実施したにも関わらず、

７割の方が、「適度な時間配分」と回答されていることから、本年度のグループディスカッションへの

満足度は高い（昨年度４割の方が長いと回答）。進行管理についても、６割の方が「良かった」と回答

されており、来年度も実施したいと希望されている（下図参照）。 

 

 

 

 

 

３．研修の実施時期について 
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3．研修の時期について 

研修の実施時期は、右の図のとおり各カウンセラー 

自身の活動が多様であるため、意見は散見している 

が、少数の具体的な意見としては、平日以外の 12月 

近辺が良いという意見が３割程度ある。 

 

 

 

４．今後の研修形式について 

 研修の方向性については、右の図のお取り、「本年度と 

同様」との意見が多いことから、形式的には現状の流れで 

実施することで問題はないと思われる。 

 

  

 

 
５．研修への感想（意見等抜粋） 

午前の部 

・全体講演の説明で、「PM2.5 の発生メカニズムで VOC から PM2.5 の発生」と説明されていたが、VOC

は揮発性有機物質で大気中ではガスとして存在している。P27 の図でも VOC は起因物質 

に含まれていないはず。VOC とガス状大気物質の混同しているようだったので、注意された方が良い。 

・基調講演は、今後も三上先生のパブコメに関する講演を希望する。 

・基調講演は、後半の内容が本題と不一致だった。カウンセラー活動での活用方法が不十分。 

午後の部 

・事例発表の実施継続をお願いするが、発表時間については、１人 20 分では時間短いので発表者が

苦慮されているので、検討をお願いする。 

・事例発表などはテーマを１つに絞り、１テーマを深めてはどうか。 

・事例発表２であった「亜臨界アミノ酸液肥」の製品化について北海道の企業で出来ると良い。 

・グループディスカッションは、カウンセラー間の交流の場である。議論に熱中するため時間を

多く確保してもらいたい。 

全体への感想 

・札幌以外の地方（帯広・旭川等）でも環境カウンセラー研修を実施してはどうか。 

・カウンセラーの参加を増やす対策が必要ではないか。 

・一般市民や企業を混同した研修会を開催してはどうか。 

 

６．今後の研修テーマ等 

  ・ゴミ問題について 

  ・エネルギー政策と将来展望 

  ・三上先生の講演を希望 
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平成 25 年度環境省北海道地方環境事務所請負業務 

平成 25 年度環境カウンセラー研修企画検討等業務実績報告書 

 

 

特定非営利活動法人 北海道環境カウンセラー協会 

〒063-0801 札幌市西区二十四軒一条 5丁目 1-2-705 環境経営オフィス気付 

TEL 011-633-3306 FAX 011-633-3306 

URL：http://www.heca.name/ 

 

リサイクル適性の表示：紙へリサイクル可 

本冊子は、グリーン購入法に基づく基本方針における「印刷」に係る判断の基準に従い、印刷用の

紙へのリサイクルに適した材料のみを用いて作製しています。 
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